産業連関分析のすすめ
慶應義塾大学　木地孝之
はじめに

ある繊維会社の部長さんの話･･･ 1988年のある日、某繊維会社の部長が私を訪ねてきた。その人が言うには、「先日の社内会議で、自動車産業の海外移転が当社にどの程度の影響を及ぼすかが問題になり、社長に当社の自動車向け販売状況を説明したのだが、『他の会社から回り回って自動車にいくものがあるはずだ』と言われた。すぐに答えることが出来ず部屋に戻ったところ、部下の１人に大学で産業連関表を教わった者がいて、『おおよその数字なら産業連関表で分かるのではないか』と言う。それで訪ねてきたのだが、教えていただけないか」とのことであった。

この会社は、トヨタや日産などの自動車メーカーに、自動車用マットの他、事務服、じゅうたん、カーテン等の事務所用品や、作業服、手袋、ロープ等の工場用品を販売しており、その販売額（「直接販売」）は帳簿を見れば分かるが、自動車産業の海外移転が及ぼす影響の全体像を把握しようとするなら、それに「間接販売」を加える必要がある。つまり、この会社は、家具メーカーにクロスや綿を販売し、タイヤ会社にタイヤコードを販売し、事務服や作業服は、鉄鋼、非鉄、プラスチック等あらゆる分野に販売しており、それらの中には、自動車会社との取引をしている企業が多数存在するから、自動車産業の海外移転に伴って、これら取引先への販売も減少することになる。

さて、どうしたらそれが分かるだろうか？取引先を一軒一軒回って自動車会社向け販売額を聞けば分かるかもしれないが、その取引先の取引先も自動車会社向けに販売しているかも知れないから、調査企業は際限もなく広がってしまう。これでは、「日暮て道遠し」である。

いま、国内の全ての生産活動について、各産業がその生産活動のために、どの産業から何をどれだけ購入しているかを示す一覧表があったとしたら、おおよその影響であれば、簡単に推計できるはずである。産業連関表は、まさに、そのような統計表なのである。

ある鉄鋼会社の話･･･次は、厳しい国際競争にさらされる中で経営の多角化を進めているある鉄鋼会社の話である。この会社は、「経団連」に役員を出している大手企業なので、「あまり中小企業が多い分野に進出すると抵抗が大きいから、今後需要の拡大が見込まれ、かつ、国内の供給力が弱い分野への進出を考えたい」と考え、「産業連関表からそれが分かりますか」と聞きに来た。

産業連関表には、各商品別の国内生産額と輸出入額が記述されているから、表の見方さえ分かれば簡単に国内の供給力が弱い分野（＝輸入浸透度が高い分野）はどこかを簡単に知ることができる。さらに、最終需要の規模や生産構造、輸出入構造等の変化が各産業の生産活動にどのような影響を及ぼすかを計測するのは、産業連関表の最も得意とするところだから、外枠の情報（見通しや計画）を与えれば、直ちに将来の産業別需要額を推計してくれる。

その方法を説明してあげたところ、「当社の投資によってどの産業の需要が増加するかを計測し、主要な関連分野への投資や株の購入などを行って投資効率を100％にしたい。しかい、当社には産業連関表の分かる人がいないので、適当なシンクタンクを紹介して欲しい」とのことであった。「さすが、大企業の考えることには抜け目がない」と感心したのである。

以上は、民間企業における産業連関表活用の一例であるが、産業連関表は、政府、自治体、大学、シンクタンク等によって、経済の予測、物価対策、イベントや工業立地の影響分析、経済のグローバル化や環境問題の分析等々に広く活用されている。巻末の＜付録＞に最近の産業連関分析例を掲載しておいたで、参照していただきたい。

第１章　産業連関表とは

１　産業連関表の誕生と発展

産業連関表の創始者はレオンチェフ
であり、1936年にハーバード大学で発表した「アメリカ経済の構造」と題する論文の中で、産業連関表によるアメリカ経済の分析を行った。当時のアメリカでは、第１次世界大戦の終結に伴って軍需・鉄鋼部門が縮小し、大不況が到来すると多くの経済学者や政府・財界人が予想していたが、レオンチェフは上記論文の中で、「軍需産業が平和産業に転換することによって数年後には鉄鋼の生産が回復し、生産も雇用も維持できる」ことを具体的な数字で証明したのである。

その有用性に着目したアメリカ労働省は、1944年に1939年のアメリカ経済を対象とする世界初の政府レベルの産業連関表を完成し、戦後経済の予測を行った。その結果、改めて産業連関表の予測精度の高さが証明され、以後、産業連関表は、資本主義国・社会主義国、先進国・発展途上国を問わず、全世界に普及したのである。2000～2003年に、私が国連工業開発機構（UNIDO）の支援を得て調査したところ、87カ国の産業連関表作成が確認された。この87カ国で世界のGDP（Gross Domestic Production = 国内総生産））の96.6％をカバーしている。

このように産業連関表作成国が増える契機となったのは1968年の国連によるSNA（System of National Accounts = 国民経済計算体系）の改訂である
。このSNA改訂によって、産業連関表がGDP統計の基準値と位置づけられ、それを契機に作成国が大幅に増加した。 

日本で最初に作成された産業連関表は1951年表であり、1955年に経済産業省(当時は通商産業省)と内閣府・経済社会総合研究所(同経済安定本部)からそれぞれの表が公表された。以後、統計審議会の議を経て、総務省（同行政管理庁）をまとめ役に各省庁共同で５年おき（０と５の年を対象）に作成されることとなり、1999年3月に最新の表である1995年の産業連関表が公表された。

日本の産業連関表は、精度も種類も、また分析・利用の豊富さも一流であり、世界から高い評価を受けている
。

２　国内生産活動と国内総生産（GDP）

⑴　国内生産活動（ある企業）

　いま、ある企業の生産活動を考えてみよう。第１図は、製造業を例に図示したものである。

まず、生産活動を行うためには原材料・部品やエネルギーが必要であり、その一部は海外から輸入

しているものとする（図１の1）。もちろん、その他の原材料・部品やエネルギーは、国内他社か

ら購入している（図１の2）。次に、生産活動を行うためには、原材料・部品やエネルギーだけで

なく、コンピュータ管理に必要なソフトウエアの購入やシステム開発の費用、原材料や製品を輸送

するための費用、製品を売るための広告宣伝費等々、様々な間接費も必要である（図１の3）。

企業は、これらの費用を海外および他社に支払った上で、所有する生産設備を使用し、雇用労働者の労働力を投入して生産活動を行う。その結果、支払額を大きく上回る価値を持った製品が生産され、販売される（図１の8）。次に、この生産（販売）額と支払額の差額から、雇用者に対する賃金や諸手当の支払い、税金の支払い、減価償却費の積立が行われ（図１の4～6）、残りが企業の純利益（図１の7）となる。

ここで重要なのは、生産（販売）額と海外や他社に対する支払額の差（図１の8－1～3）＝(4～7の合計)である。それは、この生産活動によって新たに生み出された価値であり、それこそが生産活動の“成果”である
。

　　　　　　　　　　　　　図１　ある企業の生産活動
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⑵　国内生産活動（全企業）

　生産活動とは、資本（設備）と労働の働きにより、何らかの価値を生み出す全ての活動を指し、民間企業だけではなく、大学も政府機関も宗教団体も生産活動を行っている（後でもう少し詳しく説明する）。

　図１は、ある特定企業の生産活動であったが、次に、日本国内で行われている全ての生産活動を同様に記述し、ヨコに並べてみよう。その際、売り手側企業と買い手側企業の分類を同じにし、同じ順番で並べると、図２のようなマトリックス表が出来上がる。

この表の（Ｂ）は、生産活動に必要な原・燃料やサービスの企業間取引であり、付加価値部分（D）は、国内の全ての生産活動によって、新たに生み出された価値の総計である。

[image: image2.wmf]A

I

-

　　　　　　　　　　図２　日本全体の生産活動

⑶　財・サービスの需要と供給

　次に、生産された財・サービスの行き先を図示してみよう（図３）。生産あるいは輸入された財・サービスは、それが原材料や部品であれば国内企業の生産活動用に販売され、最終製品であれば、民間消費（家計消費、企業消費）、政府消費、設備投資（公共投資、民間設備投資）、在庫投資、輸出といった最終需要部門に販売される。生産された財・サービスは必ずどこかに販売され、消費されるのだから（在庫は、売れ残りであるか積極的な積み増しか、原材料か製品かにかかわりなく「在庫増減」に計上される）、このように記述すれば、図３のヨコの国内生産(販売)額（X’）は、a社、b社、c社･･･n社の全てについて、図２のタテの国内生産(販売)額（X）と一致する。

図３を全体として見れば、（Ｂ）は、各企業が原材料から製品へと加工度を高めてゆく課程を表しており、その結果として生産された最終製品（国内ではそれ以上加工されない財・サービス）が、（E）および（F）の最終需要部門に供給されているといえる。したがって、一国経済の大きさを計測する時には、（Ｂ）を捨象して（E）および（F）だけをみてもかまわない。
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図３　財・サービスの需要と供給

それでは、最後に、図３と⑵の生産活動を併せて1枚の表にまとめてみよう。これによって、国内の生産活動と、需要・供給の全体を、１枚の図表に表すことができる（図４）。それを、一定の決まりに基づいて記述したのが、次章以降で説明する「産業連関表」である。

これまでの説明で明らかなように、産業連関表は、国内総生産統計（Gross Domestic Production = GDP）と密接な関係を持っている。

[image: image4.wmf]完成車販売　500o

完成車販売　500o

　　　完成車販売　500�

　　　　A企業�

　　D企業e

B企業�

　　　

C企業�

 a 本社工場�

完成車 500



  ｂ工場

ｴﾝｼﾞﾝ 130

 c　工場

ﾎﾞﾃﾞｨ 100

 d 工場�

ｼｬｼｰ 120

 e工場

部品 150

 a 本社工場�

完成車 500

ｴﾝｼﾞﾝ 130

ﾎﾞﾃﾞｨ   100

 d 工場0

ｼｬｼｰ 120

 e 工場0

部品

150

 a 本社工場�

完成車 500

ｼｬｼｰ  120

 b 工場0

ｴﾝｼﾞﾝ　130

 c 工場0

ﾎﾞﾃﾞｨ 100

 e 工場0

部品 150

販売



図４　国内企業の生産活動と財・サービスの需要・供給

第２章　産業連関表の仕組み

産業連関表は、ある国（地域）のある期間（通常は１年）の経済活動を１枚の表に表した総合統計表であり、その国で、その期間に行われた産業相互間および産業と家計や海外との間の財・サービスの取引が、余すところなく詳細に記述されている。

   産業連関表は大きく３つの部分に分かれる。第１は、生産活動で消費された財・サービスの取引を表す「内生部門」であり、第２は、生産活動によって新しく生まれた価値とその分配を表す「付加価値部門」、第３は、生産活動あるいは輸入によって供給された最終的な財・サービスの需要構造を表す「最終需要部門」である。

産業連関表のタテ(列)は、各産業の生産費用構成を表しており、ヨコ(行)は、各産業で生産された商品（および同種の輸入品）の需要構成を表している。そして、タテの合計とヨコの合計は、全ての部門について完全に一致する。

   　　　　　　　　　図１　　産業連関表の仕組み（３部門）
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〔表の構造〕

〔各表の内容〕

 Ａ．産業連関表　�

　　各国共通分類による生産者価格表示、競争輸入型産業連関表。

    （金額表示）

 Ｂ．エネルギー物質投入表�

　　各国共通分類によるエネルギー種類別・需要部門別、エネルギー

     （物量表示）�

　　投入マトリックス表。

 Ｃ．エネルギー物質燃焼表�

　　上記Ｂのうち、燃料として使用されたエネルギーのみを表す、物量

    （物量表示）

　　表示のエネルギー消費マトリックス表。

 Ｄ．カロリー換算表�

　　上記Ｃに、各エネルギー物質１単位あたり発熱量をかけた、カロリー

    （カロリー表示）

　　表示のエネルギー消費マトリックス表。

 Ｅ．ＣＯB

2

、ＳＯ

2

発生表

　　各エネルギー物質１単位あたりの炭素含有率および硫黄含有率か

　　（物量表示）

　　ら計算したＣＯ

2

，ＳＯ

2

発生量表。


１．内生部門

ここには、各産業が生産活動のために他産業から購入し消費した全ての財・サービスが、需要部門（列）×供給部門（行）のマトリックスで表示されている。

　内生部門のタテ（列）に並んだ数字を「中間投入」、ヨコ（行）に並んだ数字を「中間需要」と言い、当然ながら両者の総合計はイコールである（したがって、付加価値の総計と最終需要－輸入の総計もイコールになる）。なお、内生部門に計上されるのは、各産業がその生産活動のために日常的に消費した原材料、燃料、消耗品、広告宣伝費等の費用（「経常費用」）であり、設備投資は、最終需要欄の「固定資本形成」（表１では「投資」）に計上される

　内生部門は、生産活動に必要な財・サービスの取引を通じた国内産業の相互連関を表している。「内生部門」は、その活動によって賃金や営業余剰等の付加価値を生み出し、消費、投資、輸出等の最終需要部門に財・サービスを供給しているのであり、まさに、産業連関表の“心臓部”である。後述するように、産業連関分析の Key を成す「投入係数」や「逆行列係数」も、内生部門の数字から計算される。

２．付加価値部門

各産業の国内生産額から、その生産活動のために消費した原材料や間接経費等の総額（中間投入額計）を差し引いた値が付加価値額である。それは、各産業が、生産活動によって新たに生み出した（付加した）価値を意味し、その総計は、ほぼＧＤＰ（国内総生産）に一致する。

 付加価値部門は、「家計外消費支出」（企業交際費、出張に伴う宿泊費・日当など）、「雇用者所得」（賃金･報酬および社会保険等の雇用主負担等）、「営業余剰」（拡大再生産のための費用）、「減価償却費」、「税金」および「補助金」といった生産コスト別に記述されている。

付加価値部門をタテ(列毎)に見れば、どのような生産活動がどれだけの付加価値を生み出し、それがどのように配分されたかが分かる。付加価値額のヨコ(行)計は、分配国民所得の内訳である。

３．最終需要部門

　生産工程に投入された原材料等は、産業相互間の投入・産出を繰り返しながら徐々に加工度を高め、最終的な財・サービスとなって家計や政府、企業および海外に供給される。

最終需要部門は、「家計外消費支出」、「民間消費支出」（「家計消費支出」と「対家計民間非営利団体消費支出」）、「政府消費支出」（「個別的政府消費支出」と「集合的政府消費支出」）、「民間固定資本形成」、「政府固定資本形成」、「在庫増減」、（以上が「国内最終需要」）および「輸出」といった需要項目別に記述されている。

最終需要部門をヨコ(行毎)に見れば、各商品の最終需要項目別販売内訳を知ることが出来、タテ（列）に見れば、各最終需要の財・サービス構成を知ることが出来る。

４．　国内生産額
産業連関表で、タテ(列)、ヨコ(行)の一番外側に位置するのが「国内生産額」である。

タテの合計である「国内生産額」は、各産業がその生産活動に要した費用の総合計であり、次のバランス式が成立している。

「国内生産額」＝「中間投入額」＋「付加価値額」

ここで注意を要するのは、補助金がマイナスで計上されることである。これは、補助金はマイナスの生産コストであり、補助金の分だけ総コスト＝国内生産額が小さくなるからである。

一方、ヨコ（行）の合計である「国内生産額」には、次のバランス式が成立している。

「国内生産額」＝「中間需要」＋「最終需要」－「輸入」

なお、「中間需要」と「最終需要」の合計を「総需要」と言うが、上の式から明らかなように、それは、「総供給」（「国内生産額」＋「輸入」）と一致する。

(注) 通常、産業連関表では、輸入をマイナスで記述するから、例えば（「総需要」－「輸入」）は、実際には、（「総需要」＋「－輸入」）によって計算される。

５．　産業連関表のバランス

以上をまとめると、産業連関表には、次のようなバランスが成立していることになる。

1  国内生産額＝（中間投入額＋付加価値額）

付加価値額＝（国内生産額－中間投入額）･･･タテのバランス
②　国内生産額＝［（中間需要額＋最終需要額）－輸入額］

　　　　 最終需要額＝ 国内生産額＋輸入額－中間需要額･･･ヨコのバランス
③　付加価値額＝［（中間需要額＋最終需要額）－輸入額］－中間投入額
　　　　　　  ＝ [（中間需要額－中間投入額）＋（最終需要額－輸入額）]　
　　 　　　　 ＝（最終需要額－輸入額）
　　　　　　  ＝ 国内最終需要額＋（輸出額－輸入額）･･･経済の二面等価
④　総 供 給　＝（国内生産＋輸入）＝ 総 需 要 ＝（中間需要＋最終需要）

なお、③に示した付加価値額と国内最終需要＋（輸出－輸入）の一致･･･「経済の二面等価」に、「分配国民所得」（図１では、雇用者所得＋営業余剰＋その他の付加価値）を含めて「経済の三面等価」）と言う。産業連関表は、これらが完全に成立するように推計されている。

第３章　産業連関表の見方

それでは、実際の産業連関表を見てみよう。表1は、1995年の産業連関表を４部門に統合したものである。
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　　表1　　　　1995年産業連関表（4部門統合表）　
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１．　投入と産出

　産業連関表のタテに並んだ数値は、各産業がその生産活動のために行った「投入」の、財・サービス別内訳を表し、ヨコに並んだ数値は、その産業に分類された財・サービスの需要先別「産出」内訳を表している。

それでは、表1から各部門の「投入」、「産出」を読み取ってみよう。

  第1次産業を例に説明すると、まず、タテに見て、① 1995年における日本の第1次産業の国内生産額は17.48兆円であり、第1次産業は、その生産活動のために第1次産業の生産物を1.93兆円、第2次産業の生産物を2.98兆円、商業･運輸等を1.27兆円、サービス等を1.44兆円投入した（中間投入の合計は、7.62兆円である）。② 第1次産業は、その生産活動によって新たに9.86兆円の価値（付加価値額＝国内生産額－中間投入計）を生み出し、それを雇用者所得（賃金、退職金、社会保険の雇用主負担分等）に1.83兆円、営業余剰（株主配当、役員報酬、純利益の積立、直接税等）に5.65兆円、減価償却費や間接税の支払い（第２表では「その他」）に2.6兆円配分した。③ 配分額の合計は10.08兆円であり、付加価値額の9.86兆円を0.23兆円上回るが、その分は政府からの補助金でまかなわれたことが分かる。

　次に、ヨコに見ると、① 1995年の第1次産業商品に対する総需要額は25.70兆円であり、その内17.48兆円が国内生産によって、8.22兆円は輸入によってまかなわれた。② 第1次産業の商品は、中間需要（各産業の生産活動に必要な原材料等）として第1次産業に1.93兆円、第2次産業に17.54兆円、商業･運輸等に100億円、サービス等に1.26兆円が販売され、最終需要として消費に4.18兆円、投資に0.72兆円、輸出に600億円販売されたことが分かる。

· 「付加価値計」と「中間需要計」の交点にある505.24兆円は、1995年にわが国で生み出された価値の総計であり、名目GDP（国内総生産）とほぼ一致する。

２．　産業連関表のバランス

次に、表1の「第１次産業」を例に、第２章の５で説明した「産業連関表のバランス」を確認しておこう。

1  国内生産額＝（中間投入額＋付加価値額）
　 　  1748　 ＝  　762　　 ＋   986

付加価値額＝（国内生産額－中間投入額）

　　 　986　　＝     1748   －　 762　

②　国内生産額＝［（中間需要額＋最終需要額）－輸入額］

       1748   ＝     2074   ＋   496     －  822

    最終需要額＝国内生産額＋輸入額－中間需要額

       496 　 ＝    1748  ＋　822 －  2074　

③　付加価値額＝［（中間需要額＋最終需要額）－輸入額］－中間投入額
　　　 986　　＝　　　2074　＋　496　　　－　822　　－　762

　付加価値額＝ [（中間需要額－中間投入額）＋（最終需要額－輸入額）]

　　　 986　　　　　  2074   －　　762  　＋　　　496　－　822

④　総 供 給　＝（国内生産＋輸入）＝ 総 需 要 ＝（中間需要＋最終需要）

     　　　2570   ＝    1748  ＋ 822  ＝  2570   ＝　　2074  ＋ 496

· 以上は各部門毎に成立しているが、下記は合計についてのみ成立する。

⑤　付加価値額＝（最終需要額－輸入額）
　　　50524　＝　　　54897 － 4373

　　　　　　  ＝ 国内最終需要額＋（輸出額－輸入額）

　　　　　　　　　　　50216   ＋　 4681 － 4373

３．　産業連関表から得られる情報

　産業連関表は、産業連関分析を行うための道具であるが、それ自体、高度に集計された統計表であり、簡単な計算を行うだけで、様々な情報を取出すことができる。

  それでは、表1から1995年の日本経済に関するいくつかの情報を取出してみよう。

(1) 列の数字から

1) 国内生産の産業構成（単位：％）

	　　                                
	第1次産業
	第2次産業
	商業･運輸
	サービス等
	 全産業

	生産額構成
	1.9
	46.0
	15.4
	36.6
	100.0

	付加価値額構成
	2.0
	33.1
	19.4
	45.5
	100.0


　　2)　産業別中間投入率、付加価値率、労働分配率（単位：％）

	　　                                
	第1次産業
	第2次産業
	商業･運輸
	サービス等
	 全産業

	中間投入率
	43.6
	60.8
	31.6
	32.3
	45.5


	付加価値率
	56.4
	39.2
	68.4
	67.7
	54.5

	労働分配率
	24.5
	71.4
	78.8
	65.9
	69.6


　　　　　但し、労働分配率＝ [雇用者所得／（雇用者所得＋営業余剰）]×100

　　3)　各産業（商品）の最終需要構成（単位：％）

	　　　
	消費
	投資
	輸出
	合計

	第1次産業
	84.4
	14.5
	1.2
	100.0

	第2次産業
	32.6
	51.3
	16.2
	100.0

	商業･運輸
	78.7
	13.4
	7.9
	100.0

	サービス等
	95.0
	4.1
	0.9
	100.0

	全産業
	65.6
	25.8
	8.5
	100.0


(2)　行の数字から

1) 各最終需要と輸入の商品構成（単位：％）

	
	消費
	投資
	輸出
	輸入

	第1次産業
	1.2
	0.5
	0.1
	18.8

	第2次産業
	21.2
	84.9
	81.0
	61.1

	商業･運輸
	18.9
	8.1
	14.6
	6.1

	サービス等
	58.8
	6.6
	4.3
	14.0

	全産業
	100.0
	100.0
	100.0
	100.0


　2)  各商品別の輸出率および輸入率（単位：％）

	
	輸出率
	輸入率

	第1次産業
	0.3
	32.0

	第2次産業
	8.9
	6.4

	商業･運輸
	4.8
	1.9

	サービス等
	0.6
	1.8

	全産業
	5.0
	4.7


　　　但し、輸出率＝（輸出／国内生産）×100

　　　　　　輸入率＝ [ 輸入／（総需要－輸出）]×100

第4章 産業連関表の概念

　どのような統計も、それを正しく利用しようとすれば、統計の目的や作成方法、仕組みを知らなければならない。産業連関表は、国連統計局の勧告に基づき、原則として各国共通の概念･定義で作成されているところに特徴があるが、一国経済の全体を表す膨大な統計表であるだけに、その内容はかなり複雑である。ここでは、利用上、是非知っておきたい主要なもののみを説明する。

1． 国内生産額

(1) 　コントロール・トータル

  産業連関表では、国内生産額を Control Totals (C･T) と言うことがある。それは、産業連関表の分類、概念、定義等は、ＳＮＡの方針および各国の産業や統計の実情等を考慮して作表の都度決定されるが、検討の基礎となるのは国内生産額であり、必然的に国内生産額は、各部門の概念・定義を最も忠実に反映した数字となっていること、そして、産業連関表作成の最も困難かつ重要な作業であるバランス調整は、タテ、ヨコの合計値が国内生産額と完全に一致するように他の数字を繰り返し修正して行われる（つまり、国内生産額が表の全体を統制する）からである。

　これは、作表の実務の面からも容易に理解される。1995年の産業連関表を例に説明すると、産業連関表作成のために約650種類の既存統計が利用され、それに加えて約50種類の特別調査が実施された。これらの統計が全て完全かつ正確なものであれば産業連関表の作成はそれほど難しくないが、当然のことながら、これらの調査に基づいて推計された当初の産業連関表には、辻褄の合わない数字が多数含まれており、表のタテ(列)・ヨコ(行)のバランスもとれていない。そこで、「行と列のバランス調整」という作業が行われるが、これは、間違った数字を正しく修正する作業であり、「最も信頼のおける数字に合わせて他を修正する」という方法で行われる。そして、通常、どの国においても最も信頼のおける統計は国内生産額の統計であり、必然的に、国内生産額と一致するまで、他の数字の修正を繰り返すことになる。

(2)　対象とする生産活動の範囲

　産業連関表が対象とする生産活動は、人的・物的生産手段を有して何らかの価値を生み出す全ての生産活動であり、公務はもちろん、労働組合や経団連、宗教団体等の活動も含まれる。

ただし、一国の産業連関表に記述される生産活動の範囲は、その国の領土内の生産活動である。ここで領土内とは行政権限の及ぶ範囲であり、日本を例に説明すると、①外国にある日本大使館の活動を含み、日本国内にある外国大使館や米軍基地の活動は含まれない。②外国に滞在している日本の船舶や航空機の中を含み、日本に滞在している外国の航空機や船の中は含まれない。

２．アクティビティによる分類

(1)　アクティビティによる分類とは

産業連関表は、アクティビティ ( Activity ) を単位に分類される。アクティビティとは、個々の財・サービスの生産活動を意味し、具体的には、次のようなことである。

①  製造小売業(豆腐屋など)は、製造活動と小売活動を分割し、それぞれを食料品製造業と小売業に計上する。

2 日本ＩＢＭやＮＥＣの生産活動は、コンピュータの製造活動とソフトウエアの開発・販売等に分割し、それぞれ製造業とサービス業等の該当部門に計上する。

3 農家が自家消費した漬物も、市中価格で評価し、漬物生産部門に計上する

4 企業の研究活動は、どの産業の研究であるかに関係なく「企業研究」部門にまとめて計上する。

5 電力業は、行は１行（「事業用電力」）であるが、列は、生産設備に応じて「事業用原子力発電」、「事業用火力発電」、「水力・その他の事業用発電」の３列に分割する。

6 石油製品は、列は１列（「石油製品」）であるが、行は、生産される財の用途に応じて９行（「揮発油」「ジェット燃料油」、「灯油」、「軽油」、「Ａ重油」、「Ｂ重油・Ｃ重油」、「ナフサ」、「液化石油ガス」、「その他の石油製品」）に分割する。

7 か性ソーダと塩素のように、同時に複数の商品が生産される場合も、列１部門（「ソーダ工業製品」）に対して、行は用途に応じて「ソーダ灰」、「か性ソーダ」、「液体塩素」、「その他のソーダ工業製品」に分割する。

　上記の例が示すように、アクティビティを単位に分類されているのは列部門であり、行部門は、商品によって分類されているから、正確には、日本の産業連関表は、商品×アクティビティの表である。平成12年（2000年）産業連関表の基本分類は行517部門に対して列405部門であり、列より行の数が112も多いのは、これが主因である。

(2)　「商品技術仮定」と「産業技術仮定」

　産業連関表をアクティビティ毎に分類するためには、付加価値額もアクティビティ毎に分けなければならないが、通常、企業や事業所は複数の商品を生産・販売し、その活動のトータルとして付加価値を生み出しているのだから、付加価値部門は、本来、アクティビティ分類に馴染まない。

事実、統計から把握される付加価値額は企業あるいは事業所を単位とするものであり、それをアクティビティに分割するためには、何らかの仮定が必要になる。その１つは「産業技術仮定」であり、もう１つは「商品技術仮定」である。

　「産業技術仮定」とは、「同一産業で生産された商品は、同じ付加価値率である」とする仮定であり、「商品技術仮定」とは、「同一の商品は、どのような産業で生産されようとも同じ付加価値率である」とする仮定である。日本では、後者が採用されている。

　ところで、日本では、直接、アクティビティ(列)×アクティビティ(行)の産業連関表（実際には、アクティビティ×商品表。一般的には、商品×商品表と言われる）が作成されているが、国連が提示している産業連関表の作成方法は、産業(列)×商品(行)表と、② 商品(列)×産業(行)表を作成し、両表から③ 商品(列)×商品(行)表を推計するというものであり、多くの国ではこの方法が採用されている。①は、Use Matrix（U表）といわれる表で、各産業(列)部門が、その生産活動のためにどのような財・サービス(行)を消費したかを表している。この表は、列部門が産業なので、付加価値額の把握が容易である。②はMake Matrix（V表）（または、Supply table）といわれる表で、各商品(列)がどのような産業(行)で生産されたか（行から見れば、各産業は、どのような商品を生産しているか）を表している。そして、U表とV表から③の商品×商品表を推計する場合、同様に「産業技術仮定」によるか「商品技術仮定」によるかが問題になるが、私の知る限りでは「産業技術仮定」を採用している国が多い。

３．　国内概念と国民概念

前述したように、産業連関表は、「ある国（地域）のある期間（通常は１年）の経済活動を１枚の表に表した総合統計表」であり、そこに記述される生産活動は、国内の生産活動である。具体的には、日本ＩＢＭの生産活動は日本の産業連関表に含まれるが、ホンダ・オブ・アメリカの生産活動は日本の産業連関表に含まれない（アメリカの産業連関表に含まれる）。

最終需要も国内概念で記述されており、投資は、日本企業の投資ではなく日本の領土内で行われた投資であり、在庫も日本企業の在庫ではなく日本国内に存在する在庫である。

しかし、家計消費だけは少々異なっており、日本の家計消費には、外国で行った日本の居住者の消費が含まれ、日本国内における外国居住者の消費は含まれていない。また、海外からの現物贈与も含まれている。

ただし、ここで言う「日本の居住者が外国で行った消費」とは、「日本人が外国で行った消費」ではない。「日本の居住者」とは、日本に居住する日本人および外国人を指し、「外国の居住者」とは、外国に居住する外国人および日本人のことである。その人達が外国で行った消費とは、具体的には、海外出張の際のホテル代、交通費、おみやげ代などである（第４項の輸入「直接購入」および輸出「直接購入」を参照）。

それでは、どのくらい長く住んでいればその国の「居住者」になるのだろうか？その定義が必要になるが、日本の場合、連続して１年以上居住している人を「居住者」としている。したがって、日本の家計消費に計上されるのは、①日本に１年以上居住している日本人および外国人の日本国内での消費、②日本に１年以上居住している日本人および外国人の海外での消費、③その人たちに対する海外からの現物贈与の合計である。

　なお、次項で説明するように、日本の産業連関表には、「直接購入」の輸出および輸入が商品別に明示されているので、家計消費を国内概念に変更することは容易である。

４．　輸出及び輸入

　輸出及び輸入は、「普通貿易」、「特殊貿易」および「直接購入」に分かれる。「普通貿易」とは、税関を通って取引される通常の財の貿易であり、「特殊貿易」とは、通常、金銭のやり取りのみが行われるサービスの貿易である。そして、「直接購入」とは、前項で説明した、居住者の海外における財・サービスの消費である。なお、輸入には、さらに「関税」と「輸入商品税」（酒税、たばこ税等）の分類があり、通常、単に輸入（あるいは輸入合計）といえば「関税」と「輸入商品税」を含めた合計値である。

　ここで注意を要するのは、輸出と輸入では価格評価が異なることである。通常、最も一般的に利用される産業連関表は「生産者価格評価表」（次項を参照）であるが、この表では、輸出額が国内向け販売と同じ「生産者価格」で評価されている。当然、それは貿易統計に出てくる通関輸出価格FOB( Free on board )より安いのであり、その差、つまり、メーカーから積み出し港に着く間の国内商業マージンおよび運賃マージンは、輸出の列と商業および運輸の行の交点に、それぞれ一括計上されている
。

　これに対して輸入額は、貿易統計と同じ通間輸入価格CIF( Cost, Insurance and freight )で評価され、さらに、関税および輸入商品税を加えた金額が各需要部門に配分されている。つまり、産業連関表の個々の取引に含まれる輸入分の価額は、（輸出国の生産者価格＋輸出国の積み出し港までの商業・運輸マージン＋輸出国から日本へ着く間の海上運賃・保険＝CIF価格）＋（日本へ着いてからの関税＋輸入品商品税）である。

なお、日本の産業連関表には、関税および商品税が輸入の内訳としてそれぞれ商品別に示されているので、個々の取引額をCIFに直すことは容易である。

５．競争輸入型産業連関表と非競争輸入型産業連関表

　産業連関表は、輸入をどのように扱うかによって「競争輸入型産業連関表」と「非競争輸入型産業連関表」に分かれる。

　「競争輸入型産業連関表」は、国産品と輸入品を区別することなくその合計によって個々の取引を記述した表であり、「非競争輸入型産業連関表」は、国産品の取引と輸入品の取引を区別し、別々のマトリックスで記述した表である。考え方として、「競争輸入型産業連関表」は、国産品と輸入品は同一財であり完全競合状態にあると見なし、「非競争輸入型産業連関表」は、国産品と輸入品を別の財と見なしていることになる。

多くの国では競争輸入型産業連関表」のみが作成され、「非競争輸入型産業連関表」を作成している国は少ない。また、日本で通常利用されている表も「競争輸入型産業連関表」である
。

６．生産者価格評価表と購入者価格評価表

　産業連関表には「生産者価格評価表」と「購入者価格評価表」があり、日本ではその両方が作成されている。

「生産者価格評価表」とは、個々の取引を、企業、工場あるいは倉庫からのいわゆる“蔵だし価格”で評価した表であり、中間需要にも最終需要にも財・サービスが生産者から消費者に届く間の商業マージンおよび貨物運賃が含まれていない。そして、生産者価格と実際の購入価格の差、つまり、生産者から消費者に届く間の商業マージンおよび貨物運賃は、各産業部門(列)と「商業」および「運輸」の行の交点に、それぞれ一括計上されている。

「生産者価格評価表」を見ると、各列部門と「商業」及び「運輸」の行との交点に大きな数字が計上されているが、これは、各列部門が直接商業や運輸部門から何かを投入したということではなく、その列部門が購入した財・サービスに含まれている商業および運輸マージンの合計である
。

これに対して「購入者価格評価表」は、個々の取引を実際の購入価格で記述した表であり、全ての取引に商業マージンおよび貨物運賃が含まれるので、各列部門と「商業」および「運輸」の行の交点は、特殊なものを除いてゼロになる
。

一般的に、生産コスト構造の分析には「購入者価格評価表」が適し、生産波及分析には「生産者価格評価表」が適している。

７　生産額の重複
平成12年（2000年）産業連関表の列部門数は405部門であるから、国内生産活動が405のアクティビティに分割・記述されていることになる。しかし、産業連関表の作成作業では、6,000以上に細分されたアクティビティ毎に国内生産額や投入・産出が推計されており、それを405に統合して公表しているのである。したがって、平均して、各部門には10個以上のアクティビティ（あるいは商品）が含まれていることになる。

もちろん、この統合は、投入係数や需要構造の類似性を十分考慮したものとなっているが、問題は、多くの場合、その中に中間製品と完成品の両方が存在するために「国内生産額の重複」が生じ、かつ、それが部門によって、地域によって、あるいは表の作成年次によって異なることから、例えば、まったく同じ生産活動であっても投入係数に違いが生じることになり、そのままでは、投入係数の業種間、地域間および異時点間の比較ができないことである。

⑴　国内生産額の重複とは

[image: image8.wmf]完成車販売　500o

完成車販売　500o

　　　完成車販売　500�

　　　　A企業�

　　D企業e

B企業�

　　　

C企業�

 a 本社工場�

完成車 500



  ｂ工場

ｴﾝｼﾞﾝ 130

 c　工場

ﾎﾞﾃﾞｨ 100

 d 工場�

ｼｬｼｰ 120

 e工場

部品 150

 a 本社工場�

完成車 500

ｴﾝｼﾞﾝ 130

ﾎﾞﾃﾞｨ   100

 d 工場0

ｼｬｼｰ 120

 e 工場0

部品

150

 a 本社工場�

完成車 500

ｼｬｼｰ  120

 b 工場0

ｴﾝｼﾞﾝ　130

 c 工場0

ﾎﾞﾃﾞｨ 100

 e 工場0

部品 150

販売



[image: image9.wmf]      中   間   需   要�

第

１

次

産

業

第2次産業�

商業･運輸�

サービス等

中

第

１

次

産

業

0.11041

0.04106

0.00007

0.00371

間

第

2

次

産

業

0.17048

0.38129

0.07052

0.12728

投

商

業

･

運

輸

0.07265

0.08225

0.06382

0.04102

入

サ

ー

ビ

ス

･

そ

の

他

0.08238

0.10355

0.18189

0.15136

中

間

投

入

計

0.43593

0.60815

0.31630

0.32336

付

雇

用

者

所

得

0.10526

0.20624

0.46523

0.34289

加

営

業

余

剰

0.32323

0.08267

0.12519

0.17712

価

そ

の

他

0.14874

0.10479

0.09691

0.16477

値

補

助

金

-0.01316

-0.00185

-0.00363

-0.00815

付

加

価

値

計

0.56407

0.39185

0.68370

0.67664

　国内生産額

1.00000

1.00000

1.00000

1.00000

[image: image10.wmf]第

１

次

産

業

第2次産業�

商業･運輸�

サービス等

合計

第

１

次

産

業

1.09100

0.04967

0.00554

0.01044

1.15665

第

2

次

産

業

0.31326

1.62557

0.15940

0.23587

2.33410

商

業

･

運

輸

0.11701

0.15360

1.09159

0.07343

1.43563

サ

ー

ビ

ス

･

そ

の

他

0.16568

0.23116

0.24864

1.21921

1.86469

合計

1.68696

2.06000

1.50517

1.53894

　次ページの図は、Ａ，Ｂ、Ｃ、Ｄ４つのメーカーによる自動車の生産活動を例示した模型図である。ここで、大きな　   は企業、    　は本社工場、  　は部品工場を表し、各企業は以下のような分業を行っているものとする。

1 Ａ企業は、エンジン、ボディ、シャシーおよび部品をすべて自社内他工場で生産し、本社工場は完成車の組立のみを行っている。
2 Ｂ企業は、本社工場で完成車の組立とエンジンおよびボディの生産を行い、シャシーおよび部品は自社内他工場で生産している。

③　Ｃ企業は、本社工場で完成車の組立とシャシーの生産を行い、ボディとエンジンは自社内他工場で生産し、部品はＤ企業から購入している。

製造業の国内生産額を推計する主要なソースは、「生産動態統計調査」と「工業統計調査」（工業センサス）であるが、「生産動態統計調査」は商品を単位とする統計調査であるのに対し、「工業センサス」は、事業所を単位とする統計調査である。また、企業を単位とする「企業活動基本調査」もあり、それを利用することもあり得る。そして、どの統計を利用するかによって、産業連関表の国内生産額は、大幅に異なるのである。

いま、産業連関表の部門分類が「自動車」のみで、同一の部門に「完成車」と「部品等」の両

方が含まれているとすると（1985年表までは、実際にそうであった。また現在でも、産業機械等の多くの部門で部品と完成品が同一部門に含まれている）、上図の自動車４企業の国内生産額は、同じく次ページの表１のようになる。

ここに見られるように、自動車の国内生産額は、a)の「生産動態統計調査」を利用した場合には3,000、b)の「工業センサス」を利用した場合には2,650、c)の「企業活動基本調査」を利用した場合には1,650になる。

　これは、商品を単位とする「生産動態統計調査」では、自家使用されたか販売されたかに関係なく、国内で生産された製品の全てが生産額に計上されるのに対し、「工業センサス」や「企業活動基本調査」では、自工場内あるいは自社内で消費された部品等が生産額に計上されないためである。（事業所統計や企業統計の生産額は［販売額±在庫増減］で計算される）。そして、この年の自動車（完成車）の生産額1,500と各数値との差は、部品等の生産額がそれ自体として１回カウントされ、さらに完成車の生産額に含まれてもう一度カウントされることによる「国内生産額の重複」である。
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　   　　　　　　　　表１　　各統計による国内生産額の相違

	
	a)生産動態統計調査
	b)工業センサス
	c)企業活動基本調査

	
	完成車
	部品等
	合計
	完成車
	部品等
	合計
	完成車
	部品等
	合計

	Ａ企業
	500
	500
	1,000
	500
	  500
	1,000
	500
	0
	500

	Ｂ企業
	  500
	500
	1,000
	  500
	270
	770
	  500
	0
	500

	Ｃ･Ｄ企業
	  500
	500
	1,000
	  500
	380
	880
	  500
	150
	650

	合   計     
	1,500
	1,500
	3,000
	1,500
	1,150
	2,650
	1,500
	150
	1,650


     (注) 1 部品等の輸出、移出および在庫はないものとする。
         2各工場は離れた場所にあり、事業所統計では調査表が別々に提出されるものとする。
⑵　なぜ、このようになっているのか

　前述したように、産業連関表の部門分類の基準はアクティビティである。自動車の完成車とエンジン、ボデイ、シャシー等の生産活動は、明らかに生産設備も使用原材料等も製品の用途も違う別のアクティビティだから、本来、部門を分けるのが正しい。そうすれば生産額の重複も生じないが、もし、全ての生産活動をそのように分類すると、産業連関表の部門数は、おそらく20,000を超えてしまうだろう（現実に推計の基礎となっている細分類でも6,000を超える）。それでは利用しにくいので、どの国も類似のアクティビティを統合して適当なサイズの産業連関表を作成し、公表しているのである。

アクティビティ分類の原則に従えば、産業連関表の国内生産額の推計は、a)の「生産動態統計調査」を利用するのが正しい。事実、日本の産業連関表は、「生産動態統計調査」および同様の生産物を対象とする統計調査がある場合には極力それを利用して国内生産額の推計を行い、生産物を対象とする統計調査がないか、その精度に問題がある場合のみ、事業所あるいは企業を単位とする統計調査を利用して国内生産額の推計を行っている。

しかし、表１を見れば明らかなように、a)の「生産動態統計調査」を利用すると、部品と完成品の重複度が100％になり、他の統計より国内生産額の重複度が断然大きい。にもかかわらず、なぜこの種の統計を第１義的に利用するのだろうか。

その第１の理由は、投入係数の安定性である。産業連関分析では投入係数の安定性が重要であるが、重複度が100％の商品統計は、内製化・外製化、企業や事業所の統廃合といった生産形態の変化の影響を受けないから、投入係数が最も安定するのである（最も不安定なのは重複度第２位の事業所統計である）。

　第２の理由は、部品取引の存在である。全述の模型図では、部品等の全てが完成車に組み込まれることを想定しているが、実際には、その一部は独立した商品として修理業に販売されたり輸出されたりするから、部品の生産を把握しておかなければ、産出推計が出来ない。また、地域産業連関表や地域間産業連関表の作成が困難になるからである。

⑶　生産額の重複によって生じる問題

　以上のように、産業連関表における国内生産額の重複には合理的な理由があるのであるが、問題は、部門によって利用している統計が異なり、整合性がないことである。また、地域によって使用する統計が異なっている部門もある。その主な原因は、すべての部門について商品統計が揃っていないという統計上の制約によるものである。さらに、ある年次を堺に、それまでの商品を単位とする統計から事業所等を単位とする統計に切り替わった部門もある。これは、いわゆる“調査環境の悪化”によって、商品を対象とする統計調査の代表率が低下したり、必要な調査項目が削減されたりしたためである。したがって、産業連関表の国内生産額は、部門によって、地域によって、年次によって異なるのであり、そのままでは、それを分母に計算される投入係数にも整合性がない。

　この問題は、国際間の比較を行う場合、さらに重要である。そもそも日本の「生産動態統計調査」のような商品統計が整備されている国は少なく、センサス統計自体が企業を対象に実施されている国もある。したがって、そのままで投入係数を国際比較したり、投入係数を利用して異なる国の生産部門を統合したり、合成する等のことは、きわめて危険である。

　各国の産業連関表をみると、日本、米国および韓国のように400以上の部門を持つ産業連関表から20～30程度の産業連関表まで様々である。国内でも、通常の産業連関分析で基本分類表を使用するのはまれであり、多くの場合統合分類表が利用されるが、いずれの場合も、統合前の産業連関表がどの程度詳細に分類されていたかによって国内生産額の重複度が異なる。そして、その程度は、国によって、年次によって異なるのである。

　なお、国内生産額がどのように重複しても付加価値生産額は影響を受けないから、付加価値額（あるいはGDP）の計測や予測を目的とする産業連関分析であれば、国内生産額の重複を気にする必要がないことは、言うまでもない。

６　生産額重複の調整

　生産額重複の影響を取り除く一つの方法は、全ての部門から自部門製品の投入を取り除くことである。これは、産業連関表の仕組み上、このような生産額の重複は自交点、つまり、同じ部門の行と列の交点にしか計上されないからであり、経済産業省の国際産業連関表では、当初からこの方法が採られている。

産業連関表に即して具体的に言えば、産業連関表の内生部門の対角に計上されている同一部門間の取引を強制的にゼロに置き換え、その分だけ行および列の生産額を減らすのである。なお、当然のことながら行及び列の国内生産が変化するので、投入係数や逆行列係数を再計算する必要がある。

　この場合、輸入品をどのように扱うかが問題になる。輸入品まで取り除いたのでは、その行の輸入品の産出先がなくなってしまうからである。したがって、原則として、国産品の自部門取引のみをゼロに置き換え、輸入品は残しておく必要がある。

　この方法については、当然、異論がある。それは、自部門取引の変化は、内製化・外製化、企業や事業所の統廃合といった生産形態の変化を反映したものであり、それ自体、各国、各地域、各年次の特徴を表す重要な情報と言えるからである。しかし、前述したように、もし産業連関表の部門が理論どおりアクティビティに基づいて分類されており、したがって国内生産額の重複度が100％であれば、そもそも生産形態の変化に影響されないはずである。また、実態として、自部門取引の差およびその変化は、生産形態の違いではなく、推計に使用する基礎統計の制約によるところがはるかに大きい。

例えば、日本の鉄鋼業は、「銑鉄」、「フェロアロイ」、「粗鋼（転炉）」、「粗鋼（電気炉）」、「熱間圧延鋼材」、「鋼管」、「冷間仕上鋼材」、「めっき鋼材」、「鋳鍛鋼」、「鋳鉄管」、「鋳造品及び鍛工品（鉄）」、「鉄鋼シャースリット業」および「その他の鉄鋼製品」の13のアクティビティ毎に分類されており、統合分類（例えば「鉄鋼業」）における国内生産額の重複が大きい代表的な部門であるが、それは、他の業種や他の国より商品統計が揃っているからであって、生産形態の違いを反映したものではない。ちなみに、鉄鋼業が「鉄鋼・同製品」の１部門に統合されている45部門の産業連関表から、元表により〔I-(I-EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(^),M))A〕-1型逆行列係数を使用して計算した生産誘発額と、国内の自部門取引をゼロにした上で（I-Ａd）-1型逆行列係数を利用して計算した生産誘発額を比較してみると、逆行列係数の列和は、元表では2.5390と、「自動車」の2.7996に次ぐ２位の大きさであったが、自部門取引をゼロにした表では1.6930になり、45部門中24位になる。

なお、この表の生産誘発額１位は「民生用電気機器」の1.9531である。鉄鋼業は、非常に高度な技術を必要とする産業であるが、アクティビティとしては、鉄鉱石を熔融・還元し、加工する比較的単純な産業であり、川上（中間投入部門）への生産波及はそれ程大きくない。したがって、分析結果の納得性も、この方が高いといえる。

第５章　産業連関分析

  産業連関分析は、「投入係数」と「逆行列係数」の計算から始まる。

1 投入係数
(1) 投入係数とは

  投入係数は、各産業の個々の投入要素を国内生産額で除した（各列の数値を一番下の国内生産額で除した）数字であり、各産業の生産コストの構成比を表す。

生産設備の更新や新たな技術開発が行われた場合、生産活動に必要な財・サービスの構成比はもちろん、中間投入と付加価値の構成比、労働費用と資本費用の構成比等が変化するから、投入係数も変化する。つまり、投入係数は、その時々の各産業の生産技術を反映しており、その意味で「技術係数」である。

表2によると、国内生産額を1.00とした場合、第1次産業は、第1次産業から0.110、第2次産業から0.170、商業･運輸から0.073、サービス等から0.082、合計0.436の財・サービスを投入し、0.564の新たな価値を生み出している。（中間投入率43.6%、付加価値率56.4％）。これを第2次産業と比較すると、第１次産業は、第２次産業より付加価値率が高く、その主因は、営業余剰率の違いにあることが分かる。

表2　　投入係数（表1から計算）
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(2) 投入係数の安定性

　産業連関分析では投入係数の安定性が重要である。それは、生産額が２倍になれば原材料や労働投入も２倍になるとという「比例性」の仮定と、Ａ産業に１の生産誘発があり、Ｂ産業に２の生産誘発があるなら、Ａ・Ｂ両産業の生産誘発額は３になるという「加法性」の仮定がおかれているからである。もし、ｔ時点の産業連関表を利用してｎ時点の分析を行おうとした場合、その間に投入係数が変化していれば、当然、この仮定は成り立たない。

　それでは、投入係数安定の条件は、何だろうか。主なものは以下の５つである。

1 生産技術（設備→原単位）一定

2 企業規模一定

　　 ③　プロダクト・ミックス一定

　　 ④　輸入品使用率一定

　　 ⑤　相対価格一定

　常識的に見て、これらの条件が長期にわたって一定であるとは考え難いのであり、投入係数は、日々変化していると見る方が自然である。しかし、レオンチェフは、「非常に技術革新が早く投入係数の変化が激しいと思われる局面でも、経済全体としてみればその影響は部分的なものであり、数年間で産業連関分析の有効性が失われることはない」と言っている。

　それはその通りなのであるが、実際に利用してみるとそうは言えない場合がある。それは、原油価格の高騰や円高等による物価の急変である。たしかに、「銑鉄１ｔを作るのに石炭0.8ｔが必要」といった物的・技術的な投入係数は安定しているが、産業連関表は金額で表示されているため、物価が急変すると、上記④および⑤の条件が崩れ、投入係数が変化してしまうのである。

　日本はもちろん多くの国で、物価変動を取り除くための「デフレータ」が計算され、それを適用した「固定価格評価の産業連関表」が作成されている。さらに、日本では、５年に1回作成される各省庁共同の産業連関表（「基本表」）の他に、その間を埋める各年毎の産業連関表が、経済産業省、内閣府：経済社会総合研究所によって推計されているが、それでも原油価格や為替レートの変動には対応できないから、このような場合には、産業連関表の修正利用が必要である。

２　逆行列係数
(1) 逆行列係数とは

各産業の生産活動は、需要があるから行われるのであり、その国の生産活動の規模を決定するのは最終需要の大きさであるから、最終需要と国内生産額には、密接な関係がある。

いま、ある産業に１単位の需要が発生したとき、当該産業はその需要を満たすべく生産活動を開始するが、そのためには、生産に必要な原材料やサービスを他の産業（産業連関表の他部門）に発注しなければならない。次に、その産業から注文を受けた産業は、やはりその生産を行うために必要な原材料・サービスを他の産業に発注するから、あたかも池の中に落とされた小石の波紋が全体に広がるように、当初の生産活動が次々と他の産業に波及していく。

それではいま、ある産業に１単位（例えば1億円）の新たな需要が発生した時、究極的にみて、各産業の生産は、どれだけ必要になるだろうか。投入係数には、各産業の生産活動に必要な財・サービスの構成比が示されているから、それを利用して繰り返し計算を行えば、答を見つけることが出来るはずである。

それを計算したのが「逆行列係数」であり、「逆行列係数表」には、各産業に１単位の新たな需要が発生した時、究極的に見て必要となる各産業の生産額が、当初需要に対する倍率で示されている。

表3（次ページ）によると、第２次産業に新たな１億円の需要が発生した時、究極的にみて、全産業では、その2.06倍の2億0600万円の生産が必要になる。その内訳は、第1次産業が497万円、第2次産業が1億6256万円、商業・運輸が1536万円、サービス等が2312万円である。

　　　　　　　　　　表3　　逆行列係数表（表2から計算）
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　ここで、逆行列係数表の対角要素（同一部門の交点）が全て1.00より大きいのは、ある産業に1.00の需要が発生したとき、その産業は、まず当初需要を満たすための生産（1.00の生産）が必要になるからであり、1.00を除いた残りは、他産業への生産誘発が回りまわって自産業に跳ね返ってきた分である。

(2)  逆行列係数の計算

国内生産額をＸ、逆行列係数をＢ、最終需要をＦとすると、その間に次のような関係式が成立している。これが産業連関分析の基本式であり、産業全体として見れば、逆行列係数(Ｂ)は、国内生産額(Ｘ)を最終需要額(Ｆ)で割ったものになる
。

　　　　　　　Ｘ＝Ｂ×Ｆ

逆行列係数を計算するためには、行列式による方程式を解かなければないので、コンピュータが未発達の時代には大変困難な作業であったが、現在では、ExcelやLotusに計算ソフトが組み込まれているので、誰でも簡単に計算することができる。

本稿では、その意味（前項）の説明にとどめ、計算方法は省略するので、正確に理解したい人は、日経文庫『産業連関分析入門』宮沢賢一編、第Ⅲ章「基本モデルとその応用」を参照していただきたい。

なお、別添の「Excelによる産業連関分析」に、投入係数→逆行列係数→生産誘発額→生産誘発係数等々、産業連関分析の基本的な計算ステップを示してあるので、実際に計算して理解を深めていただきたい（別添で使用している逆行列係数の型は、次項の②である）。

(3)　逆行列係数の類型

　逆行列係数には、いくつかの類型があり、分析目的によって使い分けられる。以下に、主要な３種類の逆行列係数を紹介する。なお、使用している記号の意味は、次の通りである。

       　  Ｘ･･･国内生産　I･･･単位行列　Ａ･･･投入係数　Ｆ･･･最終需要

　　　　　 Ｍ･･･輸入　Ｅ･･･輸出　Ｙ･･･国内最終需要

　　　　　 ^･･･平均を示す記号　d･･･国産品を示す記号

   ①（Ｉ－Ａ）-1型････　最も基本的な型で、投入係数には国産品と輸入品の両方が含まれる。

　　　　　　　　　　　この逆行列係数を使用して計算した生産誘発額は、国産品と輸入品の両方を国内の生産活動によって生産した場合の生産誘発額を示し、生産技術の分析や、需要予測等に向いている。バランス式は下記の通りである。

　　　　　　　　　　　　Ｘ＝（ I －Ａ）-1 ×（Ｆ－Ｍ）

   ②［Ｉ－（Ｉ－eq \o(\s\up 9(＾),Ｍ)）Ａ］－１型･･･最も一般的に利用される型であり、投入係数から輸入分を除いているので、国内品の投入を通じた生産活動（＝国内生産活動）のみの生産誘発額を計測することができ、国内生産の予測に向いている。

ただし、輸入分を除去するために商品(行)別の輸入係数（輸入額／国内総需要額）を使用しているので、各商品(行)について、どの需要(列)部門においても輸入品使用率が一定との仮定を置いていることになる。バランス式は下記の通りである。                     　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　Ｘ＝［Ｉ－(Ｉ－eq \o(\s\up 9(＾),Ｍ))Ａ］-1×［（Ｉ－eq \o(\s\up 9(＾),Ｍ)）Ｙ＋Ｅ］

   ③（Ｉ－Ａｄ）－１型･･･　国産品と輸入品を完全に区別し、国産品のみの投入係数から逆行列係数を計算しているので、国内生産誘発額の分析に最も望ましい型である。

　　　　　　　　　　　　しかし、この逆行列係数を計算するためには、国内品の投入と輸入品投入を分けた「非競争輸入型」の産業連関表が必要になるが、そのような産業連関表を作成している国は少数であり、利用が困難である。バランス式は、下記の通りである。

                      Ｘ＝（Ｉ－Ａｄ）-1×Ｆｄ
　

よく誤解されるので補足しておくが、どの逆行列係数で計算しても、求められる国内生産誘発額等の合計はイコールであり、③より②の方が大きく、②より①の方が大きいわけではない。数式によって異なるのは、産業別あるいは商品別の国内生産誘発額等である。

前述したように産業連関分析の基本式は、Ｘ＝Ｂ×Ｆであり、どの逆行列係数（Ｂ）も、この基本式が満たされるようにＸ（国内生産額）とＦ（最終需要額）から事後的に計算されているのだから、当然、Ｂ×Ｆの合計はＸになる。

３　最終需要項目別生産誘発額等

(1) 最終需要項目別生産誘発額

　第５章１の(2)「投入係数の安定性」で説明したように産業連関分析は「比例性」と「加法性」を仮定しているから、Ｘ＝Ｂ×Ｆの計算を消費、投資、輸出といった最終需要別に行っても、最終需要合計で行っても、生産誘発額の合計は変わらない。表4は、今回使用した４部門の産業連関表から、各最終需要項目別に計算した「生産誘発額」である。

　　　　　　　表4　　　最終需要項目別生産誘発額（100億円）

[image: image14.wmf]消費

投資

輸出

合計

第

１

次

産

業

518

354

113

986

第

2

次

産

業

6928

7331

2477

16737

商

業

･

運

輸

6796

2077

919

9792

サ

ー

ビ

ス

･

そ

の

他

19433

2703

873

23009

　合　　計

33675

12466

4383

50524


　表４を見ると、消費は第１次産業の生産を9.19兆円、第２次産業の生産を176.81兆円、商業･運輸の生産を9.94兆円、サービス等の生産を287.20兆円誘発し、全体で572.60兆円の国内生産額を誘発していることが分かる。

ここで、各産業の生産誘発額合計を見ると、第１次産業17.48兆円、第２次産業427.13兆円…、合計927.88兆円と、どの産業の生産誘発額も当初の産業連関表（表１）の国内生産額に一致している。これは、当初の産業連関表から投入係数を計算し、その投入係数から逆行列係数を計算し、その逆行列係数から最終需要項目別生産誘発額を計算したのだから当然であり、全体としてみれば、当該年の生産誘発額とは、当該年の国内生産額のことである。なお、両者が一致しなければ計算が間違っていることになる。

(2)　最終需要項目別生産誘発依存度

　次に、最終需要項目別生産誘発額のヨコの構成比は、各産業の生産が、どのような最終需要によってどれだけ誘発されたかを表しており、それを構成比で示したものを各産業の「最終需要項目別生産誘発依存度」と言う。

　　　　　　　表5　　最終需要項目別生産誘発依存度(%)
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　表５によれば、第1次産業は国内生産の52.6％を消費需要に依存し、商業・運輸も同69.4％、サービス等も同84.5％を消費に依存している。したがって、これらの産業の景気が回復するためには、消費の拡大がどうしても必要になる。一方、第２次産業は、国内生産の43.8％を投資に依存しているから、消費より投資の拡大の方が望ましい。

(3)　最終需要項目別生産誘発係数
　次に、(1)の最終需要項目別生産誘発額を当初の最終需要額（項目別の合計）で割ったものを「最終需要項目別生産誘発係数」と言う。この係数は、各最終需要が１単位増えたときに、各産業の国内生産額がどれだけ必要になるかを、当初需要に対する倍率で示しており、各最終需要の増減に伴う国内生産誘発額を、簡単に計算することが出来る。

　　　　　　　　　　表6　　最終需要項目別生産誘発係数(倍)
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　表６によれば、各最終需要部門に１兆円の新規需要が発生したとき、消費は、その1.59倍の１兆5889億円の国内生産を誘発するにすぎないが、投資は1.86倍の１兆8599億円の国内生産を誘発する。

したがって、景気対策としては、消費を拡大するより投資（公共投資や民間設備投資）の増加を促す方が効果的であると言える。ただし、雇用者数の大きいサービス業に対する生産誘発係数は消費が断然大きいから、雇用対策には消費の拡大が有効である。

(4)　最終需要項目別付加価値誘発額および係数

　表４の生産誘発額に、各産業の付加価値率（付加価値額／国内生産額＝表２の付加価値計）を掛けることによって「最終需要項目別付加価値誘発額」を計算し、(3)と同様の方法で「最終需要項目別付加価値誘発依存度」および「最終需要項目別付加価値誘発係数」を計算することが出来る。

　　　　　　　　　　表７　　「最終需要項目別付加価値誘発額」
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表８　「最終需要項目別付加価値誘発依存度」
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表９　「最終需要項目別付加価値誘発係数」
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　表５の「最終需要項目別生産誘発依存度」と表８の「最終需要項目別付加価値誘発依存度」を比較すると、消費に対する依存度（合計）が表５の61.7％から表８では66.7％に上昇している。また、表６の「最終需要項目別生産誘発係数」（合計）では消費より投資の方が大きかったが、表９の「最終需要項目別付加価値誘発係数」（合計）では、消費のほうが大きくなっている。

したがって、景気のカンフル剤としては消費より投資の方が有効であるが、GDP（国内総生産）拡大の鍵は、消費であると言える。

(５) 最終需要項目別輸入誘発額および係数

最後に、表４の生産誘発額から「最終需要項目別輸入誘発額」を計算し、同様に、「最終需要項目別輸入誘発依存度」および「最終需要項目別輸入誘発係数」を計算することが出来るが、輸入誘発額は、単純に生産誘発額に輸入係数[輸入／(総需要－輸出)]を掛けて求めることが出来ない。

詳細は、前述した日経文庫『産業連関分析入門』宮沢賢一編、第Ⅲ章「基本モデルとその応用」を見ていただくことにし、計算方法だけを示すと下記の通りである。

国内需要については、生産誘発額×（輸入係数／国産係数）

　　　輸出については､生産誘発額×輸入品投入係数の列和　　　

　※　輸入品投入係数＝投入係数×輸入係数

　なお、別添の「Excelによる逆行列係数の計算」には、各種係数の計算も含まれているので、実際に計算して理解を深めていただきたい。

表10　「最終需要項目別輸入誘発額」
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　　　　　　　　　　　　　表11　「最終需要項目別輸入誘発依存度」
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表12　「最終需要項目別輸入誘発係数」
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　一国全体を一つの産業に例えると、他産業からの投入＝輸入であり、輸入額＋付加価値額＝国内生産額であるから、付加価値誘発係数と輸入誘発係数の和は1.00になる。そして、その構成比は、国内生産活動の結果生じた価値の何％が国内にとどまり、何％が海外に流出しているかを表している。

　この比率は、日本のように、加工度の低い素原材料を輸入して自国で完成品を生産できるように、中間財や部品を含めた生産基盤が整備されている国では、付加価値誘発係数が大きく、輸入誘発係数は小さくなるが、発展途上国のように、加工度の高い中間財(機械部品など)を輸入せざるを得ない国では、付加価値誘発係数が小さく、輸入誘発係数は大きくなる。もし、原材料から最終製品まで、全ての財・サービスを国内で生産していれば付加価値誘発係数1.00、輸入誘発係数0.00になる。

４　価格分析

　以上の産業連関分析は、最終需要の増減が国内生産額にどのような影響を及ぼすか、つまり、最終需要と国内生産活動の均衡を求めるものであった。これを、「一般均衡産出高モデル」による産業連関分析という。これと対をなすもう１つの産業連関分析が「一般均衡価格モデル」であり、賃金や輸入価格の上昇等による生産者価格（生産コスト）の上昇が、各商品・サービスの価格にどのような影響を及ぼすかを分析する。

⑴　円価値単位

　「一般均衡産出高モデル」では、特定の最終需要の増減を満たすための生産活動が、投入係数を通じて各産業に原材料・サービスを供給している部門、つまり、川上産業へ波及していく様子を計測した。これに対して「一般均衡価格モデル」では、特定品目あるいは品目群の価格上昇が、その品目を原材料・サービスとして投入している各産業、つまり、川下部門の価格にどのような影響を及ぼすかを分析する。

　価格分析を行うためには、産業連関表の個々の取引を単価と数量に分解しなければならないが、産業連関表の「付帯表」として「物量表」があるものの、その単位は、トン、平米、㍑、台など様々であり、しかもサービス部門の多くは物量表の対象になっていない。つまり、物量（裏返しとしての単価）のデータが不十分なのである。そこで、通常の金額表示の産業連関表から価格分析を行うために、１つの考え方が生み出された。それは、「円価値単位」といわれる概念である。「円価値単位」とは、例えば100円の取引があった場合、それは、１円で買うことの出来る数量×100個の取引と考える。そうすれば、金額で表示された産業連関表を、物量のように扱うことができることになる。

⑵　転値行列による計算

　価格の波及分析も、「一般均衡産出高モデル」と同様に、投入係数から計算した逆行列係数を利用するが、価格波及は川下産業に波及するのだから、投入係数（あるいは逆行列係数）のタテとヨコを逆にして計算しければならない。そのような投入係数（あるいは逆行列係数）を「転値行列」と言う。

　　賃金上昇等によって付加価値が上昇した場合のモデル式は、以下のようになる。

　　　　P＝〔(I-A)-1〕! V

　　　但し、Pは価格ベクトル。〔(I-A)-1〕! は転値逆行列係数。Vは付加価値。

　なお、近年、原油価格の上昇や為替レートの変動による輸入価格の上昇・低下の影響を分析するケースが増えているが、原油価格のように特定品目の価格変動の影響分析であれば、逆行列係数表の当該部門の行を行と列の交点で除した値に、一率に⊿Pｎを乗じることによって簡単に計算することが出来る。俗に価格モデルの簡略計算法と言われる方法である。

　為替レートの場合には、多数の品目の価格が同時に変動するから簡略計算によることは、出来ない。しかし、個々の商品別輸入価格上昇率が計算できる（あるいは情報として存在する）わけだから、輸入品投入係数表（あるいは輸入係数によって分割した輸入品投入表）から、まず、第１次的な部門別価格上昇率（⊿P）を計算しておけば、

　　　　⊿P＝〔(I-A)-1〕! ⊿PM
によって計算することができる。

⑶　価格波及の中断

　価格分析の場合、波及の中断を考慮する必要がある。それは、逆行列係数を使用した価格波及分析は、各部門が生産コストの増加分を全て自部門製品の価格に転嫁し、その波及が中断することなく最後まで続くことを仮定しているが、公共料金のように、直ちには価格転嫁が行われない部門があり、また、企業は、販売戦略上、価格転嫁を行わないことがあるからである。

第６章　産業連関分析領域の拡大

  わが国では、産業連関表の情報を補うために10種類の「付帯表」が作成されている。また、「地域産業連関表」、「接続産業連関表」、「国際産業連関表」等々の様々な産業連関表が作成されている（別添の「産業連関表作成体系図」を参照）。

　これは、世界に例を見ないことであり、日本の産業連関表が高い評価を受ける背景の一つである。これらの表の作成によって、産業連関分析の領域が大幅に拡大した。

１　付帯表

(1) 商業マージン表
　財・サービスが、メーカーからユーザー（あるいは輸出港）に届く間の商業マージを、卸売と小売に分けて、商品別・需要先別に示したものであり、この表から、個々の取引に含まれる商業マージン額を知ることが出来る。

なお、この表と(2)の国内貨物運賃表と合わせれば「生産者価格表」と「購入者価格表」の間をつなぐものとなる。

(2) 国内貨物運賃表
  財・サービスが、メーカーからユーザー（あるいは輸出港）に届く間の国内貨物運賃額を、輸送手段（鉄道、道路、通運、沿海・内水面、港湾、航空、倉庫）別、かつ、商品別・需要先別に示したものであり、この表から各商品が、需要先へどのような輸送手段で輸送され、その運賃はいくらかを知ることができる。

(3) 輸入表
産業連関表に記述された個々の取引のうち、輸入品のみを記述した表であり、「競争輸入型産業連関表」からこの表を引くと「非競争輸入型産業連関表」になる。この表から、商品別・産業別の輸入浸透度を知ることが出来る。

(4) 雇用表
各産業の就業者を、個人事業主、家族従業者、有給役員、常用雇用者、臨時・日雇の5種類に分けて示したものであり、雇用分析に不可欠な表である。なお、有給役員と雇用者の平均賃金も示されており、［人数×平均賃金］は、基本表の「賃金・俸給額」と一致する。

(5) 雇用マトリックス表

  各産業の雇用者数を、技術者、タイピスト、栄養士等の詳細な職種別に示した表であり、この表を利用すれば、将来、どのような職種の人がどれだけ必要になるかを予測することが可能になる。なお、雇用マトリックス表には、産業(行)×職業(列)表と、職業(行)×産業(列)表がある。

(6) 固定資本マトリックス表

  産業連関表では、資本形成が最終需要部門に商品(行)別のベクトルで示されているだけであるが、この表には、どの生産部門(列)が、どのような資本財(行)を、どれだけ購入したかが示されている。資本形成は、民間総固定資本形成と公的総固定資本形成に分かれており、投資活動を含めた需要予測分析等に不可欠の表である。

(7) 屑・副産物発生及び投入表

  屑・副産物の発生部門、発生量および発生額、その投入(消費)部門、投入量および投入額、ならびに、その屑・副産物と競合する生産部門が示されており、省エネ・省資源、リサイクル等の分析に欠かせない表であるが、必ずしも十分に把握されているとは言えず、改善が望まれる。

(8) 物量表

  個々の取引を物量で表示したものであり、金額を物量で割れば単価になる。この表から物量ベースのエネルギー原単位等を計算することができるので、環境分析等に不可欠である。

　ただし、物量表示は、財部門の、単価計算が可能なものに限られており、大口取引と小口取引で異なるはずの単価が必ずしも区別されていない等、不十分さがあるので、試算表と位置付けられている。

(9) 産業別商品産出構成表（Ｖ表）

  各産業がどのような種類の商品をどれだけ生産しているか（逆から見れば、各商品はどのような産業でどれだけ生産されているか）を示した表であり、事業所の多角化分析やハーフインダル指数の計測等に利用することができる。

　ただし、産業連関表の生産額の多くは、企業ではなく事業所を単位に把握されているため、産業と商品の1対1対応が多く、利用には限界がある。

(10) 自家輸送マトリックス表

  日本の産業連関表は、専業の運輸業者による輸送と自家輸送を分けて記述しているが、この表には､自家輸送を行った産業別に、輸送に要した経費（ガソリン、軽油、作業服、修理等）の内訳が記述されている。

２　分析用産業連関表

⑴　建設業分析用産業連関表

  日本では、通常の産業連関表の他に、様々な機関により、分析目的に応じた様々な産業連関表が作成され、利用されている。中でも建設省が作成している「建設部門分析用産業連関表」は、建設部門を木造住宅、ＳＲＣ住宅、ＲＣ工場、一般道路、高速道路、空港、港湾等々の70種類に細分し、それぞれの投入係数を示したもので、イベントや工場立地、公共投資等の分析に欠かせない表であり、利用度が非常に高い。

⑵　その他の分析用産業連関表

運輸分析用I-O表(運輸省)             農業分析用I-O表(農水省)          

情報化分析用I-O表(郵政省)           化学工業分析用I-O表(日化協)         

光産業分析用I-O表(光協会)           

企業規模別I-O表(中企庁)          

環境分析用I-O表(慶応大学)           
３　接続産業連関表

   接続産業連関表は、過去表の分類や定義を最新の表に合わせて調整し、複数年の産業連関表を接続したものであり、名目表、デフレータ、実質表の３種類によって構成されている。

　接続期間は、全国表や地域表では過去２時点を接続するのが通例であり、1995年表の場合、1985-90-95年の接続産業連関表が作成されている。

　ただし、デフレータは、財・サービス部門についてのみ計算され、付加価値部門は名目値のままである。もし、実質付加価値額を計算しようとする場合には、（実質生産額－実質中間投入額）によって事後的に計算することになるが（この方法を「ダブル・デフレーション方式」と言う）、「接続産業連関表」では、あえてその計算を行わず、（実質国内生産額－実質中間投入額－名目付加価値額）＝（実質付加価値額－名目付加価値額）を「ダブル・インフレーション調整項＝DI」として、付加価値部門に表示している。

　なお、全国基本表は、最新の価格で過去を評価するので、デフレートではなく、インフレートによって実質表が作成される。

３　地域産業連関表

  地域内産業連関表は、ある特定の地域を対象にした産業連関表であり、経済産業局表、都道府県表、市表等がある。都道府県表および市表は、その名のとおり都道府県や市の管轄範囲を対象に作成された表である。

　地域産業連関表には、全国表にはない重要な部門がある。それは、他地域との取引を表す「移出」及び「移入」部門である。全国では、国際相互依存関係の強まりに伴って輸出及び輸入のウエイトが高まっているといってもそのウエイトは5～6％にすぎないが、地域表における移出及び移入は、域内生産額の30％前後を占めている。したがって、それをどれだけ正確に推計できるかは、地域表の“命”とでも言うべき重要事項になるが、残念ながら統計上の制約があり、輸出入と移出入を分けていない地域が多く、移出入をバランス調整の誤差項目に利用しているところさえある。

(1)　経済産業局等の地域表
経済産業局作成の地域産業連関表は、北海道、東北、関東、中部、近畿、中国、四国及び九州の8地域毎に作成されている。なお、北海道には、北海道通商産業局と北海道開発局がそれぞれ作成した２種類の地域産業連関表がある。

北海道開発局の表は、公表が早いかわりに全国や他地域表との整合性が保証されておらず、表の形も通常の「競争移・輸入型産業連関表」である。これに対して北海道通商産業局の表は、公表がやや遅いかわりに全国表および他の地域表と整合的であり、かつ、移出及び移入が地域別に分割されている。通商産業局の地域産業連関表は、８地域すべてが同様な形で作成され、移出および移入が同一価格で評価されているので、例えば、北海道から関東への移出額は必ず関東の北海道からの移入額と一致し、関東から北海道への移出額は必ず北海道の関東からの移入額と一致する。また、北海道から沖縄まで 9地域の表の合計は、全国表と一致するように調整されている。

(2)　都道府県の産業連関表

　1985年表まで、都道府県産業連関表を作成していない都県が2～3あったが、1990年表以降、47都道府県の全てで作成されるようになった。その鍵となったのは東京都である。

　東京都は、1989年度から本格的な産業連関表の作成に取り組み、1991年3月に､1985年を対象とする「東京都産業連関表」を公表した。その作業の中で、東京都は、これまでの地域表で未解決となっていたいくつかの問題に正面から取り組んでいるが、中でも重要なのは「本社経費」の推計である。

　いま、㈱花王の九州工場が１箱500円の洗剤を１億個生産していたとする。当然、九州の産業連関表の化学工業部門に500億円の域内生産額が計上されるが、その投入(費用)構成は、どうなるだろうか。㈱花王は、その売上によって、九州工場で消費された原材料、燃料、人件費等のみならず、東京、和歌山等にある本社や研究所の費用もまかなっているはずである。１箱500円という販売単価は、それらの費用を含めて設定されているのであり、九州工場で消費された原燃料・サービスと人件費や減価償却費等の付加価値を計上しても、費用の合計と生産額は一致しない（投入係数の合計が1.00にならない）。費用の合計と生産額が一致するためには、他地域に存在する本社や研究所の費用の一部も計上しなければならないのである。

その方法として、① 本社や研究所の活動のうち、九州工場の売上に相当する分は九州で行われたものと見なし、その個々の費用を九州の産業連関表に計上する、②九州工場の売上に相当する本社・研究所活動を「本社サービスの移入」として九州の産業連関表に一括計上するという２つの方法が考えられるが、①の場合、本来、九州で行われていない取引や九州に存在しない労働者の賃金等が九州の産業連関表に計上されるのだから、九州の産業連関表が九州経済の実態を正しく反映しないことになる。また、これらの経費を移入として扱った場合、賃金、営業余剰等の付加価値部門に移入が発生することになり、分析上、具合が悪い。したがって、記述の方法としては、②が望ましいのである。

これを、東京都の側からみるとどうなるだろうか。東京都には、各企業の本社が集中し、一方、工場はそれほど多く存在しないから、本社の活動を生産活動として正しく評価し、生産額に計上しなければ都内生産額が著しく小さなものとなり、おそらく都内で働く労働者の賃金も払えないことになる。また、日本経済の中で果たしている東京都の役割を明示することが出来ない。そこで東京都は、本社経費に関する特別の調査を実施して「本社部門」の生産額と費用構成を推計し、それを生産事業所のある各道府県に算出したのである。

(3)  市の産業連関表

市も産業連関表を作成している。1995年表については札幌市、苫小牧市、釧路市、千葉市、横浜市、熱海市、大阪市、堺市、福岡市及び北九州市の 10市が確認されている。

　市の段階まで下りると、移出入率が50％を超えることがままあるので、「生産波及分析にどれだけ意味があるのか」との疑問が一部から出されているが、産業連関表を作ることによって市の経済を体系的に把握することができ、また、その作業を通じて市民所得を始めとする各種統計がよりいっそう整備されるという効果もあるから、作成する意義は大いにある。

　ただし、移出入率が50％を越えるということは、その市の生産活動は、市内の最終需要より市外の最終需要によって誘発される額のほうが大きく、産業と産業の相互連関も、市内の産業より市外の産業との連関の方が強いわけだから、市内に限定した生産波及分析では、有効性に疑問が残る。

県の産業連関表も同じであるが、移出入率が高い地域産業連関表は、地域内表の作成にとどめるのではなく、県あるいは市とそれ以外の日本の２地域でよいから地域間表に展開し、他地域との相互波及も計測できるようにしておくべきであろう。

(4)　地域間産業連関表

　地域間産業連関表は、同時に複数の地域を対象とした地域産業連関表である。地域間産業連関表の記述方法として、地域内品と輸・移入を完全に区別し（地域内品と輸・移入を別の財と考え）、輸・移入品を輸・移入先別・商品別のマトリックスで記述する「アイサード型（Isard type）」と、移・輸出および移・輸入の列ベクトルを地域別に分割するだけの「チェネリー・モーゼス(Chenery-Moses type)型」の２種類がある。

全国を対象とした地域間産業連関表としては、経済産業省が５年に１回作成する「地域間産業連関表」がある。これは、各通商産業局が作成した8枚の地域内産業連関表と沖縄県が作成した沖縄県産業連関表を基に作成した９地域間の産業連関表である。

　現在、都道府県間の地域間産業連関表は存在しないが、前述した東京都の産業連関表は、最終需要部門が東京と首都圏（埼玉、千葉、神奈川）に分かれている。大阪府も同様の産業連関表を作成している。

地域間表に関して愛媛県がおもしろい試みをしている。愛媛県は、歴史的にみても経済的にみても、瀬戸内海側と高知県側、関西寄りと九州寄りでかなりの違いがあると言うことで、県内を４つに分けた地域間表を作成している。北海道では、道央、道南、道北、オホーツク、十勝、釧路・根室の６地域に分割した「北海道地域間産業連関表」が作成された。

これらの地域間表は、いずれも「アイサード型」の表であり、自地域品の取引と他地域品の取引を完全に区別して記述しているので、表を見るだけで財・サービスの取引を通じた地域間の相互依存関係（各地域の産業が、その生産活動のために、どの地域のどの産業の製品をどれだけ使用し、その生産品をどの地域のどのような需要向けにどれだけ販売したのか）が一目瞭然となる。

　なお、同じ条件を与えて分析を行った場合、地域内産業連間表で計算した生産誘発額より地域間産業連関表で計算した生産誘発額の方が大きくなる。それは、地域内産業連間表では、その地域内の産業間取引を通じた生産波及しか計算されないのに対し、地域間産業連関表では、それに他地域の産業との間の相互波及分が加わるからである。例えば、関東のある電気機械メーカーは東北にテレビを移出しているが、その原材料の１つであるＩＣを東北のメーカーから移入し、さらに、東北のＩＣメーカーはその原材料であるＩＣ基板を関東から移入している。その結果、関東の電気機械に発生した需要は、地域間の原材料取引を通じて東北の電気機械（ＩＣ）の生産に波及し、さらに、回りまわって関東の電気機械（ＩＣ基板）の生産に波及することになる。

４　国際産業連関表
　国際産業連関表は、地球規模の地域間産業連関表であり、経済産業省調査統計部とアジア経済研究所が、日本と特定国を対象にした「二国間国際産業連関表」と３カ国以上を対象にした「多国間国際産業連関表」を作成している。これらの表は、いずれも「アイサード型」の国際産業連関表であり、国産品と輸入品が別々のマトリックスで記述されている（第３図を参照）。

　国際産業連関表は、国ごとに異なる産業連関表を共通の部門分類に再編し、かつ、各部門の概念、定義等を整合的に調整した表であり、この表の作成によって各国の相互依存関係や特定の経済政策の影響等を地球規模で定量的に分析することが可能になった。
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(注)1　上段は金額（U.S＄）、下段は物量である。

　　2　農産品：2＄、工業品：5＄、除去量：33.9、単位除去ｺｽﾄ：3＄、ＧＮＰ361.8ドルと仮定。
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第8章 　地球環境問題への応用
　ここ数年、「環太平洋産業連関分析学会」(PAPAIOS)の総会で、環境問題に関する産業連関分析の報告が増えている。この分野は、経済系、工学系、医療系など様々な分野からのアプローチに特徴があり、対象とする環境問題も大気、水、ゴミ、産業廃棄物、有毒物質等様々である。最近は「循環型経済社会」をターゲットに広範囲な分析も行われており、ここでは、「外部不経済」であったゴミや廃棄物が価値財に生まれ変わっている。

　これらの分析の多くは、レオンチェフが提案した「公害分析用産業連関表」を発展させたものであり、産業連関表を純生産活動と環境保全活動、あるいはバージン・マテリアルによる生産とリサイクルによる生産に分割し、それぞれのコスト構造や生産波及構造を分析することによって市場を通じた環境保全活動の可能性や政府の果たすべき役割を明らかにしようとするものである。

　また、産業連関表の考え方を応用した自然による環境浄化マトリックスを作成し、既存の産業連関表と組み合わせることによって、環境を破壊しない経済成長の限界を探ろうとする試みも行われている。

１　レオンチェフの提案

　産業連関分析は、大気汚染等の環境分析に最も適した分析手法の一つである。1970年に東京で、国際社会科学評議会の主催により、欧米、共産圏、アジア等12ヶ国の著名な社会科学者を集めた「国際公害シンポジゥーム」が開催され、各国から汚染防止技術、公害行政、法律、費用負担等々に関する様々な報告・提案が行われた。その中で特に注目を集めたのは、産業連関分析の生みの親であるワシリー・レオンチェフ(Wassily W.Leontief)の講演「公害の波及過程と産業構造－投入産出分析による接近」であった。

　レオンチェフの提案は、従来の産業連関表に、それまで無視されてきた市場価値のない産出物（あるいは負の併産物、廃棄物等）である「公害」を記述することにより、生産活動と公害発生の関係、公害防止活動の費用、公害防止活動が生産活動や産業構造に及ぼす影響等を計測しようとするものであり、段階を追った３つのモデルが示された。
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〔表の構造〕

〔各表の内容〕

 Ａ．産業連関表　�

　　各国共通分類による生産者価格表示、競争輸入型産業連関表。

    （金額表示）

 Ｂ．エネルギー物質投入表�

　　各国共通分類によるエネルギー種類別・需要部門別、エネルギー

     （物量表示）�

　　投入マトリックス表。

 Ｃ．エネルギー物質燃焼表�

　　上記Ｂのうち、燃料として使用されたエネルギーのみを表す、物量

    （物量表示）

　　表示のエネルギー消費マトリックス表。

 Ｄ．カロリー換算表�

　　上記Ｃに、各エネルギー物質１単位あたり発熱量をかけた、カロリー

    （カロリー表示）

　　表示のエネルギー消費マトリックス表。

 Ｅ．ＣＯB

2

、ＳＯ

2

発生表

　　各エネルギー物質１単位あたりの炭素含有率および硫黄含有率か

　　（物量表示）

　　ら計算したＣＯ

2

，ＳＯ

2

発生量表。
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  表１では、従来の産業連関表に「汚染物」という行部門を設けて公害因子の発生量を記述することにより、各産業の生産活動と「公害」の関係を明らかにしている。この表では、「汚染物」の行部門が独立的に扱われており、各産業の投入係数や生産額に変化はない。

  表2は、公共部門の公害除去活動によって汚染物の１／２が除去される場合を想定したものであり、列部門に「汚染物質除去」という部門を追加して、除去活動に必要な経費を計上している。この表の段階では、公共部門の汚染物質除去活動に必要な財・サービスに見合って各産業の生産額が増加する。しかし、各産業は、汚染物質除去活動を行っていないので、新たな経費は発生せず、財・サービスの価格は変化しない。

　また、この表では、汚染物質除去活動に必要な経常経費のみを計上し、投資費用を計上していないので、各産業部門の最終需要額（ここでは「家計」）も変化しない。ただし、公共部門の汚染物質除去費用101.8＄がその負担者である「家計」に一括計上されているので、最終需要の総額（ここでは「家計」の総額）がその分だけ増加している。

表3は、各産業に汚染物質除去活動（１／２除去）を義務づけた場合である。各産業の生産活動（列部門）が「純生産活動」と「汚染物質除去活動」に分割され、表2で「汚染物質除去部門」に計上されていた除去費用が、各産業の「汚染物質除去活動」部門に計上されている。その結果、各産業の生産費用が増加し、その分だけ販売価格が上昇している。しかし、最終需要（ここでは「家計」）の総額は変化していない。それは、家計の側からみれば、表2では税金で負担していた除去費用を、表3では物価の値上がりを通じて負担するようになっただけであり、最終的にその総額を負担することに変わりはないからである。

　以上から分かるように、レオンチェフが提案した「公害分析用産業連関表」の主要な目的は、環境汚染を防ぐために必要な社会的費用を計測することにあった。

段階を追った３つのモデルが示されているのは、説明のためもあるが、各国・各機関の作成可能性に配慮したのではないかと思われる。

２　通商産業省の「産業公害分析用産業連関表」

　日本はいち早くこの提案を取り入れ、翌年（1971年）には、通商産業省が、昭和43年(1968年)の関東臨海地域（東京、千葉、埼玉、神奈川）を対象とする世界初の「産業公害分析用産業連関表」を作成した。続いて1976年には、昭和48年(1973年)を対象年次とする全国規模の表を完成させている。

  通産省が作成した「産業公害分析用産業連関表」は、レオンチェフの第3表をさらに発展させたものであり、次のような特徴を持っていた。

1 対象とする環境汚染物質は、硫黄酸化物（SOｘ）、水質汚濁(COD)、浮遊物質(SS)及び産業廃棄物(IW)であった。これは、当時の公害問題の中心的なテーマが　「イタイイタイ病」「水俣病」「四日市ゼンソク」「光化学スモッグ」など、水質汚濁、土壌汚染及びＳＯｘの排出を主因とするものであったことによる。

2 レオンチェフの１-3表では、公共部門が行う除去活動と産業部門が行う除去活動に差を設けていないが、通産省の表には、各産業の実態に応じた実際の除去費用が計上されている。また、投入係数だけではなく、投資活動も純生産活動と除去活動に分割されており、公害産業連関分析の動学モデル化が可能になっている。

これは、通産省の公害産業連関表の作成目的が、単なる除去費用の計測ではなく、公害対策の実施に必要な分析ツールを開発することにあったからである。

3 環境汚染物質の発生源は、産業部門に限定されており、家計部門からの発生（生活排水、ゴミ、乗用車の排ガス等）は対象になっていない。
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  通産省の「産業公害分析用産業連関表」は、極めて先駆的な作業であったが、実は、この表はあまり利用されなかった。それは、次の二つの理由によるのではないかと思われる。　

一つは、当時、まだ産業連関表の知識が浸透していなかったので、この表を利用した分析を行おうとしても、まず人材の養成から始めなければならず、そのうちに公害問題の関心が薄れてしまったこと、第二は、当時問題になっていた「イタイイタイ病」「水俣病」「四日市ゼンソク」「光化学スモッグ」などの公害問題は、極めて地域的な“点”の公害問題であり、全国規模の公害産業連関表に馴染まなかったことである。通産省の成果が花開くためには、各都道府県や市町村レベルで公害分析用産業連関表が作成される必要があったが、同様の理由により作成されなかった。

  なお、この表によると、当時の日本の製造業の公害除去率は、硫黄酸化物が7.9％、水質汚濁が16.8％、浮遊物質が30.0％であり、極めて低い水準に留まっていた。

３　大気汚染分析用産業連関表

　その後、様々な研究者、機関によって産業連関表を利用した環境問題の分析や分析モデルの構築等が行われてきたが、本格的な環境分析用産業連関表の作成作業は中断していた。

　しかし、近年、地球温暖化、酸性雨による森林破壊といった新たな環境問題が提起され、再び環境問題に対する関心が高まる中で、慶應義塾大学吉岡完治教授等の産研グループが新たな「環境対策用産業連関表」の作成を開始し、1992年には1985年の「環境対策用産業連関表」を完成した。この表は、ＣＯｘ、ＳＯｘ、ＮＯｘ及びばい塵を分析の対象とし、産業連関表の基本分類（408部門）毎に、エネルギー物質投入量、エネルギー物質燃焼量、燃焼カロリー量、大気汚染物質排出量等を推計したものである。慶応大学産研グループは、引き続いて1990年および1995年の「環境対策用産業連関表」を作成している。

４　「循環型経済社会」を目指して

最近、いわゆる「循環型経済社会」をテーマにした環境問題の産業連関分析が、中央、地方とも進んでいる。既に石炭の燃焼に伴って発生するフライアッシュはセメントの原料として利用され、ペットボトルは繊維原料等に生まれ変わっている。北海道のある市では、家畜の糞尿もゴミの燃焼カスも全て再利用し“ゴミ・ゼロ”社会をほぼ達成した。ここでは、これまで外部不経済であったゴミや廃棄物が、一定の加工を経て経済財に変化しており、産業連関分析も発想の転換が必要となる。

問題は、生まれ変わった経済財の価値とそれを生み出すための費用のどちらが大きいかであるが、現在の産業連関表には、くずの回収や処理のアクティビティが記述されていないので、そこから再資源化のための費用を知ることが出来ない。「循環型経済社会」の実現は、地球、とりわけ日本にとって重要なテーマであり、その最有力な分析手法の１つは、間違いなく産業連関分析であるから、回収、解体、処理、供給を含むこれらのアクティビティを、早急に政府の産業連関表に記述することが望まれている。

５　環境分析用国際産業連関表

さらに、地球温暖化、酸性雨およびエネルギー需給の分析を目的とした、地球環境問題分析用国際産業連関表の作成が進んでいる。まず、1990年に通商産業研究所（現経済産業研究所）が1985年の「日中共通分類：エネルギー消費・大気汚染分析用産業連関表」を作成し、続いて、1997年から2000年にかけて、通商産業省（現経済産業省）、新エネルギー・産業技術総合開発機構、(財)日本エネルギー経済研究所およびアジア経済研究所が、韓国、中国、マレーシア、シンガポール、タイ、インドネシア、フイリピンおよび台湾の8カ国（地域）を網羅した1985年および1990年の各国・地域別「エネルギー・環境分析用産業連関表」（EEI-O）を作成した。

これを受けて、現在、慶應義塾大学は、上記８カ国に日本と米国を加え、各国の分類を統一した、1990年と1995年の「エネルギー・環境分析用国際産業連関表」（" Economic Development and Environment Navigation ＝EDEN）の作成を進めている。

これらの表は、いずれも既存の産業連関表にエネルギー消費表およびＣＯ2（炭酸ガス）、ＳＯ2（亜硫酸ガス）発生表を結合したものであり、慶應義塾大学のEDEN I-O表を例に説明すると、第４図のように５階建ての構造になっている。

　この表から国内生産額１単位あたりの直接的なエネルギー消費量（エネルギー消費係数）とＣＯ2発生量（ＣＯ2発生係数）、ＳＯ2発生量（ＳＯ2発生係数）を求め、それとＡの産業連関表から計算したレオンチェフ逆行列係数を組み合わせることによって、各国の経済成長とエネルギー消費量およびＣＯ2、ＳＯ2発生量を一体的に分析することが出来る。
[image: image28.wmf]a社�

ｂ社

ｃ社

･･･

ｎ社

a社から�

b社から�

c社から�

：

ｎ社から

労務費

税金

減価償却費

営業余剰

付加価値（C）�

生産(販売)額

輸入原・燃料消費（A）�

国産原・燃料・

サービス消費（B）0

（X)

国内

他社

から

の購

入

付加

価値

国内企業の生産活動

海外からの購入


第9章　産業連関分析の勘どころ

  最後に、産業連関分析を行うにあたって陥り易い誤りについて、２、３ふれておきたい。

１　生産波及分析は、数量の世界

  生産波及等は数量の世界であり、物量が増えなければ生産波及は生じない。例えば、家計消費が 100億円から 120億円に増えたとしても、それが価格上昇によるものであれば（購入量は変わらないのだから）それによる生産誘発は起こらない。（ただし、価格上昇によって名目の生産波及額は大きくなる。また、需要の減少による変化は、当然あり得る）。

　これはまた、産業連関表分析を行う場合には、外生的に与える最終需要額を、必ず産業連関表作成年の価格に換算しなければならないことを意味する。もちろん、結果としての生産誘発額も作成年の価格で評価したものになる。

２　分類が違えば別の表

  次に、どのようなサイズの産業連関表を使うかによって分析結果は異なる。したがって、原則として、100部門の表で計算した結果と50部門の表で計算した結果を比較することはできない。「部門が違えば別の表」である。（ただし、生産誘発額の総計は、部門数が違っても一致する）。

　通常の産業連関分析では、産業連関表を適当な大きさに統合して分析を行うことが多いが、その際重要なことは、分析目的に合うように表を組み替えることである。

　例えば、既存の統合分類表として総務庁（11省庁共同）から187部門（統合小分類）、91部門（統合中分類）及び32部門（統合大分類）の表、通産省から100部門及び46部門の表が公表されており、いずれもバランスの取れた良い分類と言えるが、だからといってそれを直ちに、北海道の経済分析に適用して良いことにはならない。なぜなら、北海道には自動車産業や電気機械工業が殆ど立地されておらず、一方、木材や家具、酪農などのウエイトが大きいから、北海道の分析を行う場合には、自動車産業や電気機械工業は荒く、木材や家具、酪農などが詳細に分類されている産業連関表の方が望ましいのである。

　産業界が利用する場合も同じであり、自社の所属する部門と、その関連部門は基本分類や統合小分類のまま残し、関連のない部門を思い切って統合するのが産業連関分析のコツである。なお、経験上、使用する産業連関表の分類は、50～100位が適当である。

３　自部門投入の処理

  前述したように、産業連関表の国内生産額には原材料・部品と完成品の重複計上があり、しかも、やっかいなことにその重複の程度は、部門によって異なっているので、投入係数や逆行列係数を国間あるいは産業間で比較すると、とうてい常識と合わない場合がある。

  その一つの解決方法は、第４章の６で述べた「自部門投入の処理」を行うことである。

４　産業連関表の修正利用

  第５章１の(2)で述べたように、産業連関分析では、投入係数の安定性が重要であるが、たとえ通商産業省や日経新聞社作成の延長表を利用したとしても、その年の産業連関表を利用できるわけではない。また、経済全体としてみればそれ程大きな影響を持たない技術変化でも、その産業を分析のターゲットとしている場合には無視出来ないから、分析目的によっては、既存の産業連関表の修正（あるいは拡充）利用が必要になる。

　昔は、それが産業連関分析のネックであったが、コンピュータの発達によってそれ程難しいことではなくなった。実際、多くの人がそのような分析を行っている。

　例えば、

1) 輸入浸透度の進展に合わせて輸入品投入率（又は自給率）を修正。

2) 新たに立地された産業の投入係数を、その企業の同種他工場が存在する他県の投入係数を借りて補充。

3) 自社あるいは自産業の情報を駆使して分析の重点となる部門を分割。

4) 公共投資の分析等で、独自の調査により都道府県産業連関表の不充分さを補完。

5) 海外立地の分析で、被投資国の産業連関表と投資国の産業連関表から、被投資国の立地後の投入係数を推計。

6) 物価の変動で相対価格体系が大幅に変わったが、まだ固定価格評価表が公表されないので、ＷＰＩ（卸売物価指数）やＣＰＩ（消費者物価指数）から独自のデフレータを作成。

等々である。

＜付録＞　　日本における産業連関分析の事例

　本論で述べたように、日本では、様々な機関や研究者により様々な産業連関分析が行われている。以下にその一端を紹介する。
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	原油価格上昇の影響分析
	通商産業省
	原油価格上昇に伴って、便乗値上げ等の不正な商行為は発生していないか。

	農業の総合経済効果
	農林水産省
	農業を、設備、生産、流通等のトータルで見た場合、その動向は経済全体にどの程度の影響を及ぼすことになるか。

	情報通信の経済効果
	郵政省
	情報通信とその関連部門を合わせると、GDPや雇用にどれだけの影響を及ぼしているか。

	炭素税導入によるCO2削減効果
	環境庁
	炭素税の導入によってCO2削減目標を達成しようとした場合、何％の課税が必要か。

	公共投資の経済波及効果
	建設省
	近年、公共投資の経済誘発効果が低下していると言われるが、それは本当か、その原因は何か。


[地域の分析例（1998～99年）]

	分析テーマ
	実施機関
	分析内容

	北海道における行政情報化の経済効果
	北海道庁総合企画部
	行政情報化の進展に伴うコンピュータやソフトウエアの購入増が北海道経済に及ぼす影響。

	宮城県における福祉部門の経済効果
	宮城県地域振興センター
	福祉部門の経済効果の特性と、福祉関連ビジネス育成の意義。

	圏央道埼玉区間の整備効果
	埼玉県経済同友会
	圏央道埼玉区間の未開通部分が開通した場合の経済波及効果。

	新潟県と北東アジア開発
	環日本海経済研究所
	国際空港、港湾投資など、国際的な大型プロジェクトの県経済へのインパクト。

	横浜ベイスターズ優勝の県経済への影響
	浜銀総合研究所
	横浜ベイスターズ優勝による商業、サービス業等の売上増が市の経済に及ぼした効果。

	文化､教育産業の大阪経済への波及効果
	大阪府立産業経済研究所
	出版､教育､娯楽に関する調査結果に基づき、これらの大阪経済への波及効果を測定。

	下水道事業の経済効果
	全国上下水道　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ協会
	1998年度の下水道事業による投資効果。

	兵庫ルミナリエの経済効果
	さくら総合研究所
	関西大震災からの復興イベントの１つとして、幻想的イルミネーションで夜空を彩った「神戸ルミナリエ」の経済波及効果。

	全日本マスターズ駅伝大会開催の経済効果
	鳥取県日野町教育委員会
	全日本マスターズ駅伝大会の開催が地元経済にもたらす影響。

	倉敷チボリ公園の経済効果
	岡山経済研究所
	1997年に開園した「倉敷チボリ公園」の、建設段階と開園後１年間の経済効果。

	公共投資による県内経済への影響
	沖縄県企画開発部
	沖縄県総合経済対策による公共事業の追加が県内経済に及ぼす影響。


[最近の環太平洋産業連関分析学会、B・Jに掲載された論文]

	　　　　　　　題　　　名
	掲載号
	著　　者

	貿易自由化と中国経済
	2000年6月号
	孫林・江崎光男

	ＡＳＥＡＮ諸国の域内経済協力と経済統合
	1999年12月号
	桑森啓

	2002年韓日共催ﾜｰﾙﾄﾞｶｯﾌﾟ･ｻｯｶｰ大会の経済効果
	1999年8月号
	李鎮勉

	産業の空洞化と地域経済
	1999年3月号
	山田光男・朝日幸代

	ブラジル経済と大豆輸出の波及効果
	1999年3月号
	尾関秀樹・須貝吉彦

	東アジアと日米欧の相互依存関係の変化
	1998年10月号
	小野達也・加藤義彦

	産業廃棄物の産業連関分析
	1998年4月号
	大平純彦他

	日中価格格差の要因分析
	1998年4月号
	藤川清史・泉弘志・李潔

	規制緩和の経済効果と産業連関分析
	1997年12月号
	中島朋義・臼木智昭

	上海地域経済と域外経済の相互依存関係
	1997年12月号
	王在喆

	ベトナム経済の中長期展望
	1997年5月号
	江崎光男・Le Anh Son

	遠隔診断の地域医療と地域経済への波及効果
	1997年1月号
	亀畑義彦・吉田晃敏


これらの分析事例の全てを解説する余裕はないが、産業連関分析のイメージをつかんで頂くために２～３を紹介しておきたい。

１　円高差益の還元

　1985年の10～12月期から1年余りの間に、1ドル 240円であった為替レートが、1ドル 120円まで上昇した。その結果、円ベースでみると、輸入代金の支払いがそれまでの約1／2で済むようになったものの、輸出代金の受取も約半分に減ってしまった。他方、同じ1985年末から原油価格が値下がりし、やはり1年余りの間に、1バーレル28ドルから10ドル強まで下がった。

以上の結果、当然のことながら、輸入品消費産業には膨大な輸入差益が発生し、一方、輸出産業には膨大な輸出差損が発生することになる。

当時、マスコミ等で「輸入差益の還元」ということが言われた。たしかに、輸入差益は、‘濡れ手に粟’の利益であって企業努力の成果ではないから、速やかに消費者に還元されてしかるべきである。そうすれば、輸出産業の製造コストが軽減されるし、何よりも国民全体が円高のメリットを享受できることになる。

　円高差益を還元する最も単純かつ妥当な方法は、販売価格の引き下げである。では、どの産業にどれだけの差益が出ており、販売価格をいくら下げればよいのか。通産省は産業連関表を使用して理論値を計算し、実際の卸売り物価指数の低下率と比較して“行政指導”を行ったのである。

２　農産物輸入自由化の影響

  　次は農林水産省の分析例である。貿易摩擦が激化し、農産物輸入の自由化圧力が強まる中で、もし、米または米を含む農産物全体が10％なり20％なり自由化されたとき、どの地域のどの産業にどれ位の影響が出るかを分析したものである。

当時、農家からは「貿易摩擦は自動車や家電を輸出しすぎるから起るのである。どうして我々がその尻ぬぐいをしなければならないのか」との批判が出されていた。その当否は別にして、農水省の話によると、実は、日本の米の生産額は自動車の輸出額とほぼ同じであった。そこで、自動車の輸出を止めるのと米の自由化をするのとでは、どちら日本経済に及ぼす影響が大きいのか試算してみたのである。

農業の生産活動だけではなく、そこへ機械や肥料、農薬等を供給している産業を含めた広範な分析を行ったところ、ＧＮＰ効果は自動車の輸出を止めることによるマイナス効果の方が大きいが、雇用への影響は、農業自由化の方が大きいと言う事であった。なお、地域別にみると、農産物自由化の影響が一番大きい地域は東北である。

３　イベントの分析

　地域の産業連関分析で一番多いのは、各種イベントの生産波及分析である。例えば大阪で「花と緑の博覧会」が行われる、茨城で「科学技術博覧会」が行われるといった時に、そのイベントが地元経済にどれだけ貢献するかを分析するものである。

　表にあるようにこの種の分析は非常に数が多く、パビリオンの建設、周辺道路の整備など開催前の設備投資、開催期間中に来場者が支払う入場料、弁当代、交通費、宿泊費といった消費支出、さらに、建設労働者やイベント関係者に支払われた賃金・手当て等が家計消費に転化することによる二次効果などを分析している。

余談であるが、この種の分析が予算対策として行われる場合には、気をつけたほうが良い。上司から「もっと大きいのではないか」、「10兆円位にならないと予算獲得が難しい」と言われると、担当者は計算結果をなるべく大きくしたくなり、結果として過大評価になりがちである。もちろん、終わった後で実際はどうだったのかを検証した例はほとんどない。

４　公共投資の分析

　地域産業連関分析で次に多いのは、空港、道路、港湾等の公共投資の生産波及分析である。目的は、イベントの場合とほぼ同じように地域経済への影響を計測しようとするものであるが、原材料、資材等の使用を通じた生産波及だけではなく、道路ができたことによる来県者の増加など、その先の効果まで予測した例がある。また、空港建設による時間短縮効果など、数量で表すことが難しい分野まで分析の領域を広げた分析例もある。
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� Wassily W. Leontief. 1906年ロシアのサンクト・ペテルブルグ生まれ。レニングラード大学及びベルリン大学卒。1931


～75年ハーバード大学教授。同大学の経済研究所に多くの日本の研究者が学ぶ。1975～84年ニューヨーク大学経


済研究所長。1973年ノーベル経済学賞受賞。1999年3月没。享年93才。その遺言により、全ての蔵書が日本に寄


贈された。


� 国連は1968年のSNA改訂で国民所得勘定中心主義を改めると同時に、それまで各国でバラバラに作成されていた


国民経済計算の５勘定（「国民所得統計」、「産業連関表」、「資金循環表」、「国際収支表」及び「国民貸借対照表」）


の統合化を提示した。


� 日本で作成されている産業連関表の種類については、別添1の「日本の産業連関表作成体系図」を参照。産業連関


分析の事例については、環太平洋産業連関分析学会（事務局、慶應義塾大学大学院棟8F）のビジネス・ジャーナル


『産業連関』が分かりやすい。


� 当初に購入した原材料・部品、エネルギー、サービス等に新たに付け加えられた価値という意味で「付加価値」と言われる。





� 表１の輸出(列)と商業･運輸(行)の交点にある6.84兆円は、商業・運輸の輸出ではなく、全ての輸出財がメーカーから積み出し港に着く間の国内商業・運輸マージン額である。


� 日本の産業連関表の形は、一般的には国内製品と輸入品を区別しない「競争輸入型産業連関表」と言われているが、利用者の便宜を考慮して、分析上重要と思われる商品については、そのほとんどが輸入であり国内生産はゼロに近い商品であっても行部門を設けている（鉄鉱石、非鉄金属鉱物、石炭、原油、天然ガス、原塩）。また、輸入比率が極めて大きい商品については、行部門を国産品と輸入品に分けている（小麦、大麦、大豆、コーヒー豆・カカオ豆、生ゴム、綿花、素材、海面漁業）。したがって、正確には、日本の産業連関表は「競争・非競争輸入混合型産業連関表」である。なお、これも、列の数より行の数が多くなる理由の１つである。


� 表1の「第1次産業」の列と「商業･運輸」の行の交点に計上されている1.27兆円は、第1次産業が中間投入した財・サービス（第1次産業製品1.93兆円、第2次産業製品2.98兆円、サービス等1.44兆円）が、生産者から第1次産業に届く間に付加された商業・運輸マージンの合計である。


� 「生産者価格評価表」は、商業マージンおよび貨物運賃を一括計上しているだけで、それを除いているわけではないから、投入要素の総計である「国内生産額」は、「生産者価格評価表」も「購入者価格評価表」もイコールである。


� 逆行列係数が正の解を持つためには、産業連関表がホーキンス・サイモンの条件およびソローの条件を満たしていなければならない


ホーキンス・サイモンの条件･･･レオンチェフ体系が正の解をもつための必要十分条件は、行列式� EMBED Equation.3  ���� EMBED Equation.3  ���　のすべての主座小行列式が正であることである。
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環境表

		





自動車＆EDEN

		

																　　　　A企業

																				完成車販売　500

												B企業														　　D企業

																完成車販売　500						　　　完成車販売　500

														図４　慶應義塾大学のＥＤＥＮ表

												〔表の構造〕								〔各表の内容〕

										Ａ．産業連関表　						　　各国共通分類による生産者価格表示、競争輸入型産業連関表。

										（金額表示）

										Ｂ．エネルギー物質投入表						　　各国共通分類によるエネルギー種類別・需要部門別、エネルギー

										（物量表示）						　　投入マトリックス表。

										Ｃ．エネルギー物質燃焼表						　　上記Ｂのうち、燃料として使用されたエネルギーのみを表す、物量

										（物量表示）						　　表示のエネルギー消費マトリックス表。

										Ｄ．カロリー換算表						　　上記Ｃに、各エネルギー物質１単位あたり発熱量をかけた、カロリー

										（カロリー表示）						　　表示のエネルギー消費マトリックス表。

																　　各エネルギー物質１単位あたりの炭素含有率および硫黄含有率か

										　　（物量表示）



a 本社工場
完成車 500

ｂ工場
ｴﾝｼﾞﾝ 130

c　工場
ﾎﾞﾃﾞｨ 100

d 工場
ｼｬｼｰ 120

e工場
部品 150

a 本社工場
完成車 500
ｴﾝｼﾞﾝ 130
ﾎﾞﾃﾞｨ   100

d 工場
ｼｬｼｰ 120

e 工場
部品 150

a 本社工場
完成車 500
ｼｬｼｰ  120

b 工場
ｴﾝｼﾞﾝ　130

c 工場
ﾎﾞﾃﾞｨ 100

e 工場
部品 150
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（上の表の右に続く）


総需要


輸 入�


投　資


輸  出


合計


中


第


１


次


産


業


72


6


496


2570


-822


1748


間


第


2


次


産


業


12031


3792


23464


45386


-2673


42713


投


商


業


･


運


輸


1155


684


8639


14588


-266


14322


入


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


921


199


22298


34617


-612


34005


中


間


投


入


計


14179


4681


54897


97161


-4373


92788


最　終　需　要


国内生産額




      中   間   需   要�


第


１


次


産


業


第2次産業�


商業･運輸�


サービス等


中


第


１


次


産


業


0.11041


0.04106


0.00007


0.00371


間


第


2


次


産


業


0.17048


0.38129


0.07052


0.12728


投


商


業


･


運


輸


0.07265


0.08225


0.06382


0.04102


入


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


0.08238


0.10355


0.18189


0.15136


中


間


投


入


計


0.43593


0.60815


0.31630


0.32336


付


雇


用


者


所


得


0.10526


0.20624


0.46523


0.34289


加


営


業


余


剰


0.32323


0.08267


0.12519


0.17712


価


そ


の


他


0.14874


0.10479


0.09691


0.16477


値


補


助


金


-0.01316


-0.00185


-0.00363


-0.00815


付


加


価


値


計


0.56407


0.39185


0.68370


0.67664


　国内生産額


1.00000


1.00000


1.00000


1.00000




第


１


次


産


業


第2次産業�


商業･運輸�


サービス等


合計


第


１


次


産


業


1.09100


0.04967


0.00554


0.01044


1.15665


第


2


次


産


業


0.31326


1.62557


0.15940


0.23587


2.33410


商


業


･


運


輸


0.11701


0.15360


1.09159


0.07343


1.43563


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


0.16568


0.23116


0.24864


1.21921


1.86469


合計


1.68696


2.06000


1.50517


1.53894




消費


投資


輸出


合計


第


１


次


産


業


919


628


201


1748


第


2


次


産


業


17681


18710


6322


42713


商


業


･


運


輸


9940


3038


1344


14322


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


28720


3995


1290


34005


　合　　計


57260


26371


9157


92788




消費


投資


輸出


合計


第


１


次


産


業


52.6


35.9


11.5


100.0


第


2


次


産


業


41.4


43.8


14.8


100.0


商


業


･


運


輸


69.4


21.2


9.4


100.0


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


84.5


11.7


3.8


100.0


　合　　計


61.7


28.4


9.9


100.0




消費


投資


輸出


合計


第


１


次


産


業


0.02550


0.04431


0.04289


0.03184


第


2


次


産


業


0.49064


1.31953


1.35057


0.77806


商


業


･


運


輸


0.27582


0.21426


0.28720


0.26089


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


0.79695


0.28176


0.27564


0.61943


　合　　計


1.58891


1.85986


1.95630


1.69022




消費


投資


輸出


合計


第


１


次


産


業


518


354


113


986


第


2


次


産


業


6928


7331


2477


16737


商


業


･


運


輸


6796


2077


919


9792


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


19433


2703


873


23009


　合　　計


33675


12466


4383


50524




消費


投資


輸出


合計


第


１


次


産


業


52.6


35.9


11.5


100.0


第


2


次


産


業


41.4


43.8


14.8


100.0


商


業


･


運


輸


69.4


21.2


9.4


100.0


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


84.5


11.7


3.8


100.0


　合　　計


66.7


24.7


8.7


100.0




消費


投資


輸出


合計


第


１


次


産


業


0.01438


0.02499


0.02419


0.01796


第


2


次


産


業


0.19226


0.51706


0.52922


0.30488


商


業


･


運


輸


0.18858


0.14649


0.19636


0.17837


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


0.53924


0.19065


0.18651


0.41913


　合　　計


0.93446


0.87919


0.93628


0.92034




消費


投資


輸出


合計


第


１


次


産


業


434


296


10


740


第


2


次


産


業


1214


1285


260


2759


商


業


･


運


輸


194


59


12


265


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


520


72


17


609


　合　　計


2362


1713


298


4373




消費


投資


輸出


合計


第


１


次


産


業


58.6


40.1


1.3


100.0


第


2


次


産


業


44.0


46.6


9.4


100.0


商


業


･


運


輸


73.1


22.3


4.6


100.0


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


85.4


11.9


2.7


100.0


　合　　計


54.0


39.2


6.8


100.0




消費


投資


輸出


合計


第


１


次


産


業


0.01203


0.02091


0.00211


0.01348


第


2


次


産


業


0.03370


0.09062


0.05549


0.05026


商


業


･


運


輸


0.00538


0.00418


0.00259


0.00483


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


0.01443


0.00510


0.00354


0.01109


　合　　計


0.06554


0.12081


0.06372


0.07966




1.汚染物の把握


農　業


工　業


家　計


生　産


農　業


50


40


110


200


25


20


55


100


工　業


70


30


150


250


14


6


30


50


汚染物


−


−


−


+50


+10


*60


付加価値


80


180


−


260


生　産


200


250


260


(注)1　上段は金額（U.S＄）、下段は物量である。


　　2　＊印は、環境汚染量の合計である。�


　　3　農産品価格：2＄、工業品価格：5＄、GNP=260＄と仮定。


　 需要�


供給




2．公的部門による除去�


農　業


工　業


家　計


生　産


農　業


52.2


46.7


0


110.0


209.0


26.1


23.4


0


55.0


104.5


工業　


73.2


35.1


33.9


150.0


292.1


14.6


7.0


6.8


30.0


58.4


汚染物


−


−


−


101.8


+52.3


+11.7


-33.9


*30.0


付加価値


83.6


210.3


67.9


−


361.8


生　産


209.0


292.1


101.8


361.8


(注)1　上段は金額（U.S＄）、下段は物量である。


　　2　＊印は、除去されなかった環境汚染量、101.8は、除去された分のｺｽﾄ。�


　　3　農産品：2＄、工業品：5＄、除去量：33.9、単位除去ｺｽﾄ：3＄、ＧＮＰ�


　　   361.8ドルと仮定。


　 需要�


供給


汚染物


除　去




3.　産業と公的部門の双方による除去


汚染物


家　計


生　産


生　産


除　去


生　産


除　去


除　去


農　業


84.5


0


84.5


75.6


0


75.6


0


177.9


338.0


26.1


0


26.1


23.4


0


23.4


0


55.0


105.5


工　業


86.7


31.0


117.6


41.5


6.9


48.5


2.3


177.7


346.1


14.6


5.2


19.9


7.0


1.2


8.2


0.4


30.0


58.4


汚染物


−


−


−


−


−


−


−


6.3


+52.3


-26.1


+26.1


+11.7


-5.9


+5.9


-2.0


30.0


付加価値


83.6


52.3


135.9


210.3


11.7


222.0


3.9


−


361.8


生　産


254.7


83.2


338.0


327.4


18.6


346.1


6.3


361.8


(注)1　上段は金額（U.S＄）、下段は物量である。


　　2　農産品：2＄、工業品：5＄、除去量：33.9、単位除去ｺｽﾄ：3＄、ＧＮＰ361.8ドルと仮定。


　 需要�


供給


農　　業


工　　業




「昭和48年産業公害分析用産業連関表」　（2部門統合表）�


需要部門


純生産


純生産


活　動


硫　黄


水　質


産　業


計


合計


活　動


硫　黄


水　質


産　業


計


合計


供給部門


酸化物


汚　濁


廃棄物


酸化物


汚　濁


廃棄物


製 造 業


49617


10


39


38


86


49703


25466


2


8


1


10


25476


非製造業


28359


3


29


65


98


28457


27222


1


8


4


13


27235


合   計�


77976


13


68


104


184


78160


52688


3


15


5


23


52711


39042


5


92


114


212


39254


81506


3


35


1


39


81545


117018


18


160


218


396


117414


134194


6


51


6


62


134256


発 生 量


排 出 量


発 生 量


排 出 量


2847


224


0


0


224


2623


2276


102


102


2174


6146


0


1032


0


1032


5114


1693


684


684


1009


8320


0


2493


0


2493


5826


7346


2399


2399


4947


375


0


0


375


375


0


7


7


7


0


需要部門


消　費


純生産


在庫


輸出


輸入


国内生産


支　出


活　動


硫　黄


水　質


産　業


計


合計


純増


供給部門


酸化物


汚　濁


廃棄物


23044


12582


31


210


55


297


13159


2130


9427


-5246


117414


51445


31399


6


126


28


160


31559


593


2323


-7355


134256


74489


43981


37


336


84


457


44718


2723


11750


-12601


251670


製　　造　　業　　　


非　製　造　業


公　害　除　去　活　動


公　害　除　去　活　動


中


間


投


入


額


祖付加価値額


国内生産額


公 害 因 子�


除   去   量


除   去   量


硫黄酸化物


水質汚濁


浮遊物質


産業廃棄物


国　内　総　固　定　資　本　形　成


公　害　除　去　活　動


　　　2、 金属屑を製造工業製品に含めている.�


（資料）通産省調査統計部統計解析課　『昭和48年産業公害分析用産業連関表作成及び分析結果報告書』1976。


製 造 業


非製造業


合   計�


（注）1、22部門表を２部門に統合したものである。�





_1094742641.xls
I-O表＆係数

		





環境表

		





自動車＆EDEN

		

																　　　　A企業

																				完成車販売　500

												B企業														　　D企業

																完成車販売　500						　　　完成車販売　500

														図４　慶應義塾大学のＥＤＥＮ表

												〔表の構造〕								〔各表の内容〕

										Ａ．産業連関表　						　　各国共通分類による生産者価格表示、競争輸入型産業連関表。

										（金額表示）

										Ｂ．エネルギー物質投入表						　　各国共通分類によるエネルギー種類別・需要部門別、エネルギー

										（物量表示）						　　投入マトリックス表。

										Ｃ．エネルギー物質燃焼表						　　上記Ｂのうち、燃料として使用されたエネルギーのみを表す、物量

										（物量表示）						　　表示のエネルギー消費マトリックス表。

										Ｄ．カロリー換算表						　　上記Ｃに、各エネルギー物質１単位あたり発熱量をかけた、カロリー

										（カロリー表示）						　　表示のエネルギー消費マトリックス表。

																　　各エネルギー物質１単位あたりの炭素含有率および硫黄含有率か

										　　（物量表示）



a 本社工場
完成車 500

ｂ工場
ｴﾝｼﾞﾝ 130

c　工場
ﾎﾞﾃﾞｨ 100

d 工場
ｼｬｼｰ 120

e工場
部品 150

a 本社工場
完成車 500
ｴﾝｼﾞﾝ 130
ﾎﾞﾃﾞｨ   100

d 工場
ｼｬｼｰ 120

e 工場
部品 150

a 本社工場
完成車 500
ｼｬｼｰ  120

b 工場
ｴﾝｼﾞﾝ　130

c 工場
ﾎﾞﾃﾞｨ 100

e 工場
部品 150

販売



需要部門


供給部門


産業Ａ


産業Ｂ


産業Ｃ


消費


投資


輸出


産業Ａ


x


11


x


12


x


13


C


1


K


1


E


1


M


1


Ｘ �


1


産業Ｂ


x


21


x


22


x


23


C


2


K


2


E


2


M


2


Ｘ �


2


産業Ｃ


x


31


x


32


x


33


C


3


K


3


E


3


M


3


Ｘ �


3


雇用者所得


v


11


v


12


v


13


※


中間需要と中間投入に囲まれた


営業余剰


v


21


v


22


v


23


部分を「内生部門」、付加価値


その他


v


31


v


32


v


33


部門と最終需要部門を「外生部


Ｘ


1


Ｘ


2


Ｘ


3


門」と言う」。


中間需要


最終需要


輸入


国内生


産額


中間


投入


付加


価値


国内生産額




(単位：100億円）


      　　　　中   間   需   要�


 最終需要�


第


1


次


産


業


第2次産業�


商業･運輸�


サービス等


合計


消　費


中


第


１


次


産


業


193


1754


1


126


2074


418


間


第


2


次


産


業


298


16286


1010


4328


21922


7641


投


商


業


･


運


輸


127


3513


914


1395


5949


6800


入


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


144


4423


2605


5147


12319


21178


中


間


投


入


計


762


25976


4530


10996


42264


36037


付


雇


用


者


所


得


184


8809


6663


11660


27316


加


営


業


余


剰


565


3531


1793


6023


11912


価


そ


の


他


260


4476


1388


5603


11727


値


補


助


金


-23


-79


-52


-277


-431


付


加


価


値


計


986


16737


9792


23009


50524


　国内生産額


1748


42713


14322


34005


92788


（上の表の右に続く）


総需要


輸 入�


投　資


輸  出


合計


中


第


１


次


産


業


72


6


496


2570


-822


1748


間


第


2


次


産


業


12031


3792


23464


45386


-2673


42713


投


商


業


･


運


輸


1155


684


8639


14588


-266


14322


入


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


921


199


22298


34617


-612


34005


中


間


投


入


計


14179


4681


54897


97161


-4373


92788


最　終　需　要


国内生産額




      中   間   需   要�


第


１


次


産


業


第2次産業�


商業･運輸�


サービス等


中


第


１


次


産


業


0.11041


0.04106


0.00007


0.00371


間


第


2


次


産


業


0.17048


0.38129


0.07052


0.12728


投


商


業


･


運


輸


0.07265


0.08225


0.06382


0.04102


入


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


0.08238


0.10355


0.18189


0.15136


中


間


投


入


計


0.43593


0.60815


0.31630


0.32336


付


雇


用


者


所


得


0.10526


0.20624


0.46523


0.34289


加


営


業


余


剰


0.32323


0.08267


0.12519


0.17712


価


そ


の


他


0.14874


0.10479


0.09691


0.16477


値


補


助


金


-0.01316


-0.00185


-0.00363


-0.00815


付


加


価


値


計


0.56407


0.39185


0.68370


0.67664


　国内生産額


1.00000


1.00000


1.00000


1.00000




第


１


次


産


業


第2次産業�


商業･運輸�


サービス等


合計


第


１


次


産


業


1.09100


0.04967


0.00554


0.01044


1.15665


第


2


次


産


業


0.31326


1.62557


0.15940


0.23587


2.33410


商


業


･


運


輸


0.11701


0.15360


1.09159


0.07343


1.43563


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


0.16568


0.23116


0.24864


1.21921


1.86469


合計


1.68696


2.06000


1.50517


1.53894




消費


投資


輸出


合計


第


１


次


産


業


919


628


201


1748


第


2


次


産


業


17681


18710


6322


42713


商


業


･


運


輸


9940


3038


1344


14322


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


28720


3995


1290


34005


　合　　計


57260


26371


9157


92788




消費


投資


輸出


合計


第


１


次


産


業


52.6


35.9


11.5


100.0


第


2


次


産


業


41.4


43.8


14.8


100.0


商


業


･


運


輸


69.4


21.2


9.4


100.0


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


84.5


11.7


3.8


100.0


　合　　計


61.7


28.4


9.9


100.0




消費


投資


輸出


合計


第


１


次


産


業


0.02550


0.04431


0.04289


0.03184


第


2


次


産


業


0.49064


1.31953


1.35057


0.77806


商


業


･


運


輸


0.27582


0.21426


0.28720


0.26089


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


0.79695


0.28176


0.27564


0.61943


　合　　計


1.58891


1.85986


1.95630


1.69022




消費


投資


輸出


合計


第


１


次


産


業


518


354


113


986


第


2


次


産


業


6928


7331


2477


16737


商


業


･


運


輸


6796


2077


919


9792


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


19433


2703


873


23009


　合　　計


33675


12466


4383


50524




消費


投資


輸出


合計


第


１


次


産


業


52.6


35.9


11.5


100.0


第


2


次


産


業


41.4


43.8


14.8


100.0


商


業


･


運


輸


69.4


21.2


9.4


100.0


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


84.5


11.7


3.8


100.0


　合　　計


66.7


24.7


8.7


100.0




消費


投資


輸出


合計


第


１


次


産


業


0.01438


0.02499


0.02419


0.01796


第


2


次


産


業


0.19226


0.51706


0.52922


0.30488


商


業


･


運


輸


0.18858


0.14649


0.19636


0.17837


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


0.53924


0.19065


0.18651


0.41913


　合　　計


0.93446


0.87919


0.93628


0.92034




消費


投資


輸出


合計


第


１


次


産


業


434


296


10


740


第


2


次


産


業


1214


1285


260


2759


商


業


･


運


輸


194


59


12


265


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


520


72


17


609


　合　　計


2362


1713


298


4373




消費


投資


輸出


合計


第


１


次


産


業


58.6


40.1


1.3


100.0


第


2


次


産


業


44.0


46.6


9.4


100.0


商


業


･


運


輸


73.1


22.3


4.6


100.0


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


85.4


11.9


2.7


100.0


　合　　計


54.0


39.2


6.8


100.0




消費


投資


輸出


合計


第


１


次


産


業


0.01203


0.02091


0.00211


0.01348


第


2


次


産


業


0.03370


0.09062


0.05549


0.05026


商


業


･


運


輸


0.00538


0.00418


0.00259


0.00483


サ


ー


ビ


ス


･


そ


の


他


0.01443


0.00510


0.00354


0.01109


　合　　計


0.06554


0.12081


0.06372


0.07966




1.汚染物の把握


農　業


工　業


家　計


生　産


農　業


50


40


110


200


25


20


55


100


工　業


70


30


150


250


14


6


30


50


汚染物


−


−


−


+50


+10


*60


付加価値


80


180


−


260


生　産


200


250


260


(注)1　上段は金額（U.S＄）、下段は物量である。


　　2　＊印は、環境汚染量の合計である。�


　　3　農産品価格：2＄、工業品価格：5＄、GNP=260＄と仮定。


　 需要�


供給




2．公的部門による除去�


農　業


工　業


家　計


生　産


農　業


52.2


46.7


0


110.0


209.0


26.1


23.4


0


55.0


104.5


工業　


73.2


35.1


33.9


150.0


292.1


14.6


7.0


6.8


30.0


58.4


汚染物


−


−


−


101.8


+52.3


+11.7


-33.9


*30.0


付加価値


83.6


210.3


67.9


−


361.8


生　産


209.0


292.1


101.8


361.8


(注)1　上段は金額（U.S＄）、下段は物量である。


　　2　＊印は、除去されなかった環境汚染量、101.8は、除去された分のｺｽﾄ。�


　　3　農産品：2＄、工業品：5＄、除去量：33.9、単位除去ｺｽﾄ：3＄、ＧＮＰ�


　　   361.8ドルと仮定。


　 需要�


供給


汚染物


除　去




3.　産業と公的部門の双方による除去


汚染物


家　計


生　産


生　産


除　去


生　産


除　去


除　去


農　業


84.5


0


84.5


75.6


0


75.6


0


177.9


338.0


26.1


0


26.1


23.4


0


23.4


0


55.0


105.5


工　業


86.7


31.0


117.6


41.5


6.9


48.5


2.3


177.7


346.1


14.6


5.2


19.9


7.0


1.2


8.2


0.4


30.0


58.4


汚染物


−


−


−


−


−


−


−


6.3


+52.3


-26.1


+26.1


+11.7


-5.9


+5.9


-2.0


30.0


付加価値


83.6


52.3


135.9


210.3


11.7


222.0


3.9


−


361.8


生　産


254.7


83.2


338.0


327.4


18.6


346.1


6.3


361.8


(注)1　上段は金額（U.S＄）、下段は物量である。


　　2　農産品：2＄、工業品：5＄、除去量：33.9、単位除去ｺｽﾄ：3＄、ＧＮＰ361.8ドルと仮定。


　 需要�


供給


農　　業


工　　業




「昭和48年産業公害分析用産業連関表」　（2部門統合表）�


需要部門


純生産


純生産


活　動


硫　黄


水　質


産　業


計


合計


活　動


硫　黄


水　質


産　業


計


合計


供給部門


酸化物


汚　濁


廃棄物


酸化物


汚　濁


廃棄物


製 造 業


49617


10


39


38


86


49703


25466


2


8


1


10


25476


非製造業


28359


3


29


65


98


28457


27222


1


8


4


13


27235


合   計�


77976


13


68


104


184


78160


52688


3


15


5


23


52711


39042


5


92


114


212


39254


81506


3


35


1


39


81545


117018


18


160


218


396


117414


134194


6


51


6


62


134256


発 生 量


排 出 量


発 生 量


排 出 量


2847


224


0


0


224


2623


2276


102


102


2174


6146


0


1032


0


1032


5114


1693


684


684


1009


8320


0


2493


0


2493


5826


7346


2399


2399


4947


375


0


0


375


375


0


7


7


7


0


需要部門


消　費


純生産


在庫


輸出


輸入


国内生産


支　出


活　動


硫　黄


水　質


産　業


計


合計


純増


供給部門


酸化物


汚　濁


廃棄物


23044


12582


31


210


55


297


13159


2130


9427


-5246


117414


51445


31399


6


126


28


160


31559


593


2323


-7355


134256


74489


43981


37


336


84


457


44718


2723


11750


-12601


251670


製　　造　　業　　　


非　製　造　業


公　害　除　去　活　動


公　害　除　去　活　動


中


間


投


入


額


祖付加価値額


国内生産額


公 害 因 子�


除   去   量


除   去   量


硫黄酸化物


水質汚濁


浮遊物質


産業廃棄物


国　内　総　固　定　資　本　形　成


公　害　除　去　活　動


　　　2、 金属屑を製造工業製品に含めている.�


（資料）通産省調査統計部統計解析課　『昭和48年産業公害分析用産業連関表作成及び分析結果報告書』1976。


製 造 業


非製造業


合   計�


（注）1、22部門表を２部門に統合したものである。�





_1094659701.doc
　　　　　図3    アイサード型国際産業連関表の形式（３国模型）



            　　　　　　中  間  需  要         　　　　　最  終  需   要    　       ＲＯＷ    国 内

                                                                                       への    


               Ａ国生産    Ｂ国生産    Ｃ国生産    Ａ国需要    Ｂ国需要    Ｃ国需要   輸  出   生 産

                                                                                                                                                                                                     


 中   A国の　 国産品の　 A国からの  A国からの  国産品に対  A国からの  A国からの A→ROW


　　　生産品   中間取引　 中間財輸入  中間財輸入　する需要   最終財輸入　最終財輸入　輸出


 


 間   Ｂ国の   Ｂ国からの  国産品の　 Ｂ国からの  Ｂ国からの  国産品に対 Ｂ国からの  B→ROW　


      生産品   中間財輸入  中間取引   中間財輸入  最終財輸入  する需要   最終財輸入　輸出


 投

      Ｃ国の   C国からの  C国からの　国産品の　 C国からの  C国からの  国産品に対 C→ROW


 入   生産品   中間財輸入  中間財輸入  中間取引   最終財輸入  最終財輸入  する需要     輸出


      ＲＯＷ　 ROWから  ROWから　 ROWから　ROWから　 ROWから　ROWから

      からの   の中間財 　 の中間財    の中間財    の最終財    の最終財   の最終財


　　　輸　入　 輸入　　　　輸入　　　　輸入　　　　輸入　　　　輸入　　　　輸入



 付加価値



 国内生産




　（注）ROW…その他世界（A,B,C以外の国）。



